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景気の回復、雇用の安心、
中小企業の支援、社会保障の充実。
公明党が生活の安心を実現します。
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私たち公明党は結党以来、人間主
義の政治こそ新しい時代が求め
ている最も新鮮な政治理念であ
るとの確信に立ち、「平和」「福祉」
「教育」「人権」「環境」を重点とし
て、政策実現に取り組んでまいり
ました。

公明党は、“生活を守り抜く”とい
う政治信念のもと、将来に希望の
持てる国づくりを進めていく決
意です。

マニフェスト
中長期ビジョン 経済危機を克服し、 

新たな経済成長を生み出す

経済構造の転換
直面する経済危機を克服するための構造
改革のエンジンとして、「環境、農業、社会
保障（医療・介護など）、新たな社会資本整
備、教育等」の分野で、内需を中心とした
経済産業構造に転換し、産業の国際競争
力を確保します。特に、環境・農業などで
牽引する「緑の産業革命」を推進し、新た
な経済成長を生み出します。

人口減少下においても 
持続的な経済成長を目指す
人口減少下においても持続的な経済成長
を可能とするために、イノベーションの
創出支援、起業家の育成など未来への投
資を戦略的に推進します。

アジアの経済成長への貢献
わが国の優れた産業力・技術力等でアジ
アの経済成長に積極的に貢献しながら、
その需要をわが国に取り込み、発展する
アジアとの共存共栄を目指します。

“全治３年”で経済危機を克服し、 
新たな日本の未来への第一歩を！ 
 
今、最優先されることは経済危機の克服
です。世界経済の混乱から国民の“生活
を守り抜く”ために、これまでの政府・与
党における果断な累次の経済危機対策を
着実に実施し、2008年度を含む３年以
内の景気回復を目指します。

公明党は、“全治３年”の期間は単に「嵐」
を乗り越えるだけではなく、次の日本へ
向け新たなスタートを切らなくてはなら
ないと強く訴えてまいりました。

トンネルを抜けたその先には、新たな日
本の「カタチ」が見える対策が求められて
います。将来への道筋をあいまいにした
ままの局所的な対症療法であってはなり
ません。

公明党は、環境、農業、社会保障（医療・介
護など）、新たな社会資本整備、そして人
間力を育む教育の５つの分野を軸に新た
な日本の成長戦略および将来ビジョンを
示してまいります。

経済危機の克服 成長戦略の推進
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世界に誇れる平和外交で、 
信頼される日本へ

わが国が世界から信頼され続けるため
に、「新たな平和・人道外交」を推進しま
す。その中核となるのは、経済・文化交
流の促進と「平和の定着」のための貢献
です。

紛争への過度な介入は平和を遠ざけるの
み。座して平和を強調するだけでは何も
生み出しません。現実を直視した「行動
する国際平和主義」こそが、人類が希求す
る「平和を実現する道」であるとの信念で
世界に貢献する日本外交を展開し、さら
に信頼される日本を目指します。特に
①核廃絶②「人間の安全保障」③地球温
暖化対策の３つの分野を軸に「志（ここ
ろざし）」のある平和外交を貫いてまい
ります。

徹底した行政改革の推進

不断の行政改革の推進とムダ排除の徹底
は待ったなしです。国民に負担を求める
前に、まずは行政が「範」を示し、徹底した
行政改革を断行し、ムダを削減すること
は当然です。「税金のムダ遣いは１円た
りとも許されない」との精神で、公明党は
ムダゼロへの取り組みと大胆な行政改革
を断行してまいります。

特に、国の出先機関については、業務が地
方と重複し、国民から見て非効率な「二重
行政」になっているとの指摘があります。
この際、廃止・縮小を強力に進め、国の事
務・権限を大胆に地方に移譲します。

今こそ、21世紀にふさわしい効率的な行
政の確立に向け、政治のリーダーシップ
を発揮し、改革を実現します。

「地域主権型道州制」を実現し、 
地域活性化で日本を元気に

公明党は、21世紀にふさわしい、新しい
国のカタチとして、「地域主権型道州制」
を実現します。これにより、各地域の活
性化や雇用の促進を図るとともに、身近
な行政サービスを充実させ、住民本位の
地域づくりを進めてまいります。

これまでの中央集権体制を根本から変
え、中央政府の権限は国でなければでき
ない機能のみに限定し、各地域が独自に
決定できる仕組みに改めます。そして、
地域主権型道州制のもと、各道州がそれ
ぞれの地域で潜在力を発揮し、新たな地
域産業を創造することにより、日本全体
に、そして地域に活気をもたらすことが
可能となります。

医療の安心
⿟日本全国どこでも、安心して救急医療が受

けられる。

⿟産科、小児科をはじめとして最善の医療
サービスが受けられる。

⿟中低所得者の高額療養費の自己負担限度額
が引き下げられ、安心して医療サービスが
受けられ、慢性疾患、難病患者等の経済的負
担が大幅に軽減される。

食の安心
⿟産地偽装や表示偽装が一掃され、輸入品を

含め食の安全が確保される。

⿟食料自給率がカロリーベースで50％確保
される。

防災・治安の確保
⿟建物の耐震化や防災・減災対策が進み、集中

豪雨や大規模地震など自然災害にも対応で
きる社会資本ストックが整備される。

⿟犯罪発生件数が減少するとともに、検挙率
が上がり、「世界一安全な国、ニッポン」が維
持される。

教育の再生
⿟あらゆる人々に公平な教育機会が確保さ

れる。

⿟生涯教育が充実し、退職後も地域などでそ
の能力が十分に発揮できる。

⿟芸術鑑賞機会の拡充や「スポーツ基本法」
（仮称）の制定など総合的な施策の推進で、
文化・芸術やスポーツに親しむ機会が大幅
に増える。

雇用の安心
⿟年齢、性別、障がいの有無を問わず、働く意

欲のある人が働ける。

⿟正規と非正規等の働き方によらず、同一労働
に対し、同一賃金・同一処遇が保証される。

⿟まじめに働けば、ワーキング・プアになら
ない。

⿟失敗しても、何回も再挑戦できる。

子育ての安心
⿟乳幼児期、初等・中等教育期、高等教育期の

すべてで充実した経済的支援が受けられ、
親の所得によらず、子の教育機会が確保・均
等化される。

⿟質量ともに充実した保育サービス、ワー
ク・ライフ・バランスが確保され、社会全
体から子育て支援を受けられる。

老後の安心
⿟年金への不信が一掃されるとともに、年金

で日常生活を送れる。

⿟病気や寝たきりになっても、「住まい」が確
保され、医療・介護保険で十分支えられ、医
療・介護・生活支援などを備えた「多機能
支援センター」が充実し、地域のコミュニ
ティーの中で生活ができる。

⿟介護マンパワーの確保と特別養護老人ホー
ム等の施設やサービスが拡充され、待機者
はゼロとなり、３カ月ごとの入退院を繰り
返さなくてすむ。

生活を守り抜く 
（安心実現社会、格差の少ない社会へ）

安心社会を実現するために、生活の基盤
である「雇用」を軸とした施策の充実、そ
して、あらゆる世代のセーフティネット
の基盤である社会保障制度の「ほころび」
を修復するなど、施策を強化してまいり
ます。

特に若者には雇用を、子育て世代には支
援策の充実、高齢者世代には安心の医療・
介護を確保します。また、難病や重病で
苦しんでおられる方やご家族、そして介
護で大変な状況の方に対して最大の支援
策を講じます。

ここで公明党が描く10～15年後の一人
ひとりの生活のカタチについて、そのイ
メージを提示します。

行動する
国際平和主義

新たな国のカタチと
行政改革の取り組み

新しい生活のカタチ

マニフェスト
中長期ビジョン
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緑の産業革命
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清

命を守る政治

潔政治を実現
不正議員は政界退場
天下りの根絶
事業仕分けでムダ追放
公務員の不正経理追放
行政コストの節減

幼児教育の無償化
児童手当の拡充
教育費の負担軽減
若者雇用の安定・拡大

高額療養費制度の見直し
介護の不安解消
年金制度の充実

環境立国で雇用創出・競争力強化
スクール・ニューディール
食料自給率を50%に引き上げ

クリーンマニフェスト

命のマニフェスト

育むマニフェスト

グリーンマニフェスト

清国民目線で「政界の大掃除」と「行政のムダを追放」

manifesto
重点政策

潔政治を実現
クリーンマニフェスト

1

不正議員は公民権停止、政界退場 ＝ 政治資金規正法の制裁強化
秘書などの会計責任者が虚偽記載等の違法行為を行えば 
監督責任のある議員も公民権停止に！

天下りの根絶
「あっせん」や「わたり」の年内廃止 
早期退職慣行の廃止などで、「3年」で天下りの根絶を目指す

「事業仕分け」でムダを追放
国のすべての事業を仕分けして、2兆円を捻出 

（※2009年度予算実績/一般・特別会計で約8,800億円のムダを削減）

行政コストの節減・効率化と不正経理の追放
新「地方分権一括法」の制定で地方出先機関の廃止・縮小、二重行政の是正
国の資産・債務改革（今後、国有地を３兆円売却、政府保有株式を８兆円超売却）
地域主権型道州制を導入し、21世紀にふさわしい効率的な政府を確立
不正経理防止法の制定、会計検査院の機能強化

特別会計（埋蔵金）の洗い出しで有効活用
（※実績/2006年度から４年間で、27.1兆円の見直し）

独立行政法人、公益法人への支出の改革
（※2009年度予算実績/公益法人向け支出を約４割、3,900億円削減）

防衛関連経費を５年間で5,000億円のコスト縮減、公共事業コストの節減
首長などの高額退職金の見直し（廃止・縮小へ）

「生活を守り抜く」。そのために政治資金を完全透明に。 
税金のムダ遣いを洗い出す。霞が関に切り込む。
それが出来るのは、生活者の視点を持ち、しがらみのない、実行力の公明党。
生活を守り抜くために、「政治家改革」「行政改革」を断行します。
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命を守る政治

高額療養費制度の見直し
（自己負担限度額の引き下げで難病・慢性疾患等の負担軽減）

特別養護老人ホーム等の施設を16万人分整備
訪問看護サービス利用者数を10年間で100万人に増加 
医療・介護・生活支援などを備えた「多機能支援センター」の設置 
介護職員の処遇改善の推進などで、介護難民を解消

がん検診クーポンを継続・拡充し、がん検診率を2012年に50％に引き上げ

基礎年金に加算制度を創設、受給資格期間を10年に短縮
追納期間も５年に延長、年金記録問題の早期解決

障がい者雇用の促進
「障害基礎年金」「工賃の引き上げ」など所得保障の充実

生活支援、子育て教育支援等のため「給付付き税額控除制度」の導入

「生活を守り抜く」。
それは医療や介護に不安のない暮らしを実現すること。
政治の最優先の仕事です。
命の大切さを第一に、女性や子ども、
高齢者や障がい者が安心できる社会に向けて、
生活を守り抜く公明党は、
医療政策・介護政策の充実に取り組みます。

manifesto
重点政策

命のマニフェスト

2

育は ぐ く

manifesto
重点政策人を

む政治

育むマニフェスト

小学校就学前３年間の幼稚園・保育所等の幼児教育の無償化
児童手当を中学校３年生まで対象拡大、支給額も倍増を目指す

修学継続が困難な高校生の授業料を減免
給付型奨学金制度の導入などで教育費の負担軽減

保育所待機児童ゼロ作戦の推進、放課後子どもプランの拡充

子どもたちの学力向上や体験学習の拡充
教師の資質の向上などで、教育の質の向上を目指す
訓練・生活支援給付の恒久化 
非正規労働者の社会保険適用拡大、住宅確保等で雇用の安定・拡大

「生活を守り抜く」。
公明党は、未来を担う若者の生活を守り抜き、
少子高齢社会での社会保障の充実や国力の発展を果たします。

「人材」こそ日本の一番の資源。
子どもを育て、若者を育て、「人材」を育てる。
公明党は、「人材立国」「教育立国」で日本の未来を支えます。

3
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緑の
産業革命

「生活を守り抜く」。
それは今日を支えるだけでなく、将来の生活まで見通して政策を実現すること。
公明党は、環境対策や農業政策などで「緑の産業革命」を推進しながら、
経済を活性化し、雇用を生み出します。
世界をリードする「環境先進国・日本」を目指し、
低炭素社会の実現に力をつくします。

manifesto
重点政策

グリーンマニフェスト

4

新「地方分権一括法」を制定し、国の出先機関の廃止・縮小
地方の税財源の充実、地方の意見を国の施策に反映させるため 
地方が権限を持つ国と地方との協議の場「分権会議」（仮称）の設置等を実施

３年を目途に「道州制基本法」を制定し、概ね10年後からスタート
国・道州・基礎自治体の３層構造で 
道州に自治立法権・課税自主権を最大限付与

地方分権へ、
地域主権型道州制を実現

行動する国際平和主義

公明党は、「地域主権型道州制」導入の道筋を明確にします。
新「地方分権一括法」を制定し、地方分権を新たなステージへ、
概ね10年後から地域主権型道州制に移行します。
国のカタチを大きく変え、効率的な政府を確立し、
地域の活性化・充実した行政サービス、住民本位の地域づくりを実現します。

公明党は、「行動する国際平和主義」で世界に貢献します。
紛争への過度な介入は平和を遠ざけるのみ。
座して平和を強調するだけでは何も生み出さない。
現実を直視した「行動する国際平和主義」こそが、
人類が希求する平和を実現する道であるとの信念で、
世界に貢献する日本外交を展開します。

manifesto
重点政策

manifesto
重点政策

6

5

環境立国で内需拡大、雇用創出、競争力強化

温室効果ガス25％※削減へ、世界最先端の低炭素社会づくり

国内排出量取引制度、税制のグリーン化、エコポイント制度
エコカー補助などを推進

太陽光発電世界一の奪還を目指し、学校など公共部門に率先導入

電力の固定価格買取制度を拡充し、自然エネルギー関連産業を育成

公共事業として自然再生事業を推進。都市と国土に生態系ネットワークを形成

アジア各国の循環型社会づくりに、わが国の技術・制度・人材で貢献
農商工連携や創業支援など 
中小・小規模企業の活性化で地域経済を振興し、雇用を拡大

食料自給率50％への向上、水田フル活用などで農業を産業として自立
※ 1990年比、2020年まで

核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）体制の強化を図るなど核廃絶へ世界をリード
貧困、飢餓、感染症、安全な水、地球環境保全など 

「人間の安全保障」分野のＯＤＡを拡充するとともに、ＮＧＯへの支援を強化

米・中・印など主要排出国が参加する2013年以降の地球温暖化対策の国際的枠組み
（ポスト京都議定書）構築に向けてリーダーシップを発揮
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当面する重要政治 課題について

当面の 
経済財政運営について
▪2008年秋以降の世界的な経済危機の克
服に全力をあげ、2008年度を含め全治３
年の景気回復を実現します。これまでの政
府・与党における累次の経済危機対策を着
実に実施するとともに、日本経済の成長力
強化に向けた「成長戦略」の推進と、「安心社
会実現」のための社会保障の拡充など、国民
の“生活を守り抜く”施策を進めます。

▪直面する経済危機の克服と持続的な経
済成長を図るため、人口減少など日本を取
り巻く状況の変化を踏まえつつ、“日本のよ
さ”“日本の持ち味”を活かした未来志向の
投資を進めます。特に、環境、農業などで牽
引するグリーン産業の推進、医療・介護等の
健康長寿社会の実現、観光・ソフトパワー等
日本の魅力発揮など、内需を中心とした経
済産業構造に転換します。また、アジアの
経済成長へ、日本の優れた産業力・技術力等
で積極的に貢献しながら、その需要を日本
に取り込み、発展するアジアとの共存共栄
を目指します。

▪経済危機の克服の後は、持続的な成長基
盤を確立するとともに、社会保障の機能強
化を含む安心・安全社会の実現に向けた財
政政策を講じます。国のすべての事業の
“事業仕分け”によるムダの排除に取り組む
など徹底した行政改革及び歳出改革の継続
などにより財政健全化への取り組みを進
めるとともに、消費税を含む税制の抜本改
革を実現します。財政健全化については、
2010年代半ばにかけて、国・地方の債務
残高対ＧＤＰ比を少なくとも安定化させ、
2020年代初めには安定的に引き下げるこ
とを基本とし、このため、今後10年以内に
国・地方のプライマリー・バランス黒字化の
確実な達成を目指します。

▪消費税を含む税制抜本改革については、
「中期プログラム」に示された方針・考え方
に沿って、①全治３年の景気回復を前提に
②社会保障の機能強化の具体化③行政改
革・行政のムダ排除の徹底④消費税の使
途の社会保障と少子化対策への限定⑤消
費税だけでなく税制全体の改革、などの条

件の下で、その時々の経済状況をにらみつ
つ、2010年代半ばまでに段階的に実行し
ます。

低所得者対策 
（母子家庭等への支援策など）

▪経済社会情勢の激変等の影響で、所得が
低い方々の負担が相対的に重くなっていま
す。公明党は社会保障制度や税制等にかか
るトータルな負担の軽減を図るなど、包括
的な低所得者対策を進めます。

▪具体的には、所得再分配機能の強化や生
活支援、子育て教育支援等の観点から、税
制と社会保障制度の一体的な改革を進め、

「給付付き税額控除制度」の導入や「利用者
負担総合キャップ制度」（仮称）の実現を図
ります。

▪生活保護の母子加算の廃止は、一般の母
子世帯との均衡を図り、一律の加算を廃止
し、子どもの就学年齢や就労状況などに応
じたきめ細かな支援策へと転換したもので
す。ただし、障がい・傷病のある世帯など就
労できない世帯や15歳以下の子どもを持
つ世帯については、支援策の恩恵が十分で
ないとの指摘があります。

▪そこで「母子加算」をそのまま復活する
のではなく、生活保護を含めた母子世帯全
般の実態調査を踏まえ、支援策をさらに充
実させていくことが重要と考えます。

国家公務員制度改革
▪「天下り」問題など、公務員に対する国民
の信頼が大きく揺らいでいます。国民全
体の奉仕者である国家公務員が国民から
信頼され、意欲と誇りを持って国民の立場
に立って職務を遂行できるための新たな
公務員制度に向けた改革が必要です。

▪その観点から、2007年、2008年にそれ
ぞれ成立した改正国家公務員法、国家公務
員制度改革基本法に基づき、天下りの根絶、
能力・実績主義の徹底、官民の人材交流の推
進、縦割り行政の弊害排除、政治主導の強化
などを目的とする公務員制度改革につい

て、今後、着実に推進する必要があります。

▪特に、天下り問題については、各省による
再就職あっせんを禁止し、退職管理を「官民
人材交流センター」に一元化する改革を早
期に実施し、“わたり”あっせんの年内廃止
を実現します。また、定年まで勤務できる
環境を整備するための任用・給与制度の見
直しや、再任用の原則化に向けた取り組み、
定年延長に関する検討を進め、３年以内に

「天下り」を根絶します。

▪また、「ヤミ専従」や、不正経理問題など公
務員による不正に対しては、厳しく処罰し
不正の根絶を目指すとともに、職業倫理の
確立及び信賞必罰を徹底します。

▪2009年、国会に提出された国家公務員
法等一部改正案については、縦割り行政の
弊害の排除や政治主導の強化の観点から、
公務員制度改革を一歩前進させるものであ
り、成立に向け取り組みます。

議員定数削減問題
▪国会の議員定数削減は、選挙制度の改革
と併せて進めていくべき課題です。現行の
選挙制度は、得票率と議席比率が必ずしも
比例しない問題や、大量の「死票」の発生な
ど、多様な国民の意見を反映させることが
難しいという課題を抱えています。

▪また、1999年に与党合意された衆議院
の定数50削減のうち、小選挙区の30削減
は未だに実施されず、比例区のみ20削減さ
れています。

▪選挙制度は民主主義の基礎であり、現
行制度を見直し、民意を適正に反映する
ことができる選挙制度へ改めることが必
要です。

▪こうした観点から公明党は、衆議院の選
挙制度については新しい中選挙区制を導入
し、定数を大幅削減します。

▪参議院の選挙制度については、大選挙区
制を導入し、定数を大幅削減します。

直轄事業負担金制度の
廃止
▪道路建設や河川改修など国が事業主体
となって行う公共事業（直轄事業）の実施
によって利益を受ける自治体が、その事業
費の一部を負担する直轄事業負担金制度
については、これまで受益者負担の観点か
ら合理的なものであるとして行われてき
ました。

▪一方、負担割合についての事前協議や決
定した事業計画をもとにした地方の負担や
維持管理費のあり方について、地方の意見
が十分に反映されていないとの指摘が出さ
れています。また、直轄事業負担金の内訳
などの情報開示に関して、透明性や適正性
を確保すべきとの議論もなされています。

▪そこで公明党は当面、維持管理にかかる
直轄事業負担金を廃止します。その上で国
と地方の役割分担を明確化し、最終的に廃
止します。

▪ムダな公共事業は即時廃止し、地域の
ニーズとコスト削減意識を持ちつつ、真に
必要な社会資本整備を着実に実行するとと
もに、策定から一定期間を経過した大型公
共事業については大胆に見直します。

▪公明党は地方分権を視野に、画一的な国
土政策から地域の特性やニーズを反映する
広域ブロックでの基盤整備による地域活性
化を支援します。

北朝鮮問題
▪北朝鮮は累次の国連安保理決議を無視し
続け、４月５日にミサイルを発射、５月25
日には核実験を強行しました。こうした行
動は北東アジア地域の平和と安定を損なう
重大な挑発行為であり、断じて容認できま
せん。国際社会は一致して実効性ある制裁
措置を講じる必要があります。

▪核実験に対する制裁措置として、武器禁
輸の強化や輸出入禁止品目の疑いある貨
物の検査の強化、金融面の措置などを盛り
込んだ国連安保理決議第1874号が採択

され、日本政府および与党は間髪入れず
「貨物検査特措法」を取りまとめました。

▪北朝鮮が挑発的な行動をエスカレートさ
せている今、一方で重要なことは、北朝鮮が

「緊張」を高める行為を取ることは結局、自
らに不利益をもたらすだけであり、国際社
会の一員として対話のテーブルに一日も早
く復帰することが北朝鮮の利益となること
を理解させることです。そのために対話の
扉を閉ざしてはなりません。

▪日朝平壌宣言にのっとり、拉致問題をは
じめ核やミサイルといった諸懸案を包括的
に解決し、不幸な過去を清算して国交正常
化を実現するとのわが国の基本的立場を堅
持し、北朝鮮に対して解決に向けた行動を
求めていくためには、６カ国協議を再開す
ることが最重要です。

▪拉致問題は長くこう着状態が続いていま
すが、拉致被害者の生存を前提に、すべての
被害者の即時帰国、拉致実行犯の引き渡し、
特定失踪者の捜査などの全面解決と真相を
究明するため、わが国は実効性ある制裁措
置を講じる必要があります。当面、2008
年８月の日朝実務者協議の合意事項である

「北朝鮮が実施する拉致問題に関する調査」
が誠実に履行されるようわが国として全力
を注ぐ必要があります。

加憲に向けて 
現行憲法の点検を提案
▪公明党は現行憲法を高く評価し、①国民
主権主義②基本的人権の保障③恒久平和主
義の三原則を堅持します。その上で時代の
進展とともに提起されている環境権やプラ
イバシー権などを新たに憲法に加える「加
憲」の立場をとっています。憲法第９条に
ついても、第１項、第２項を堅持した上で、
自衛隊の存在や国際貢献等について、「加
憲」の論議の対象として慎重に検討してい
きます。

▪憲法をめぐる議論については、まず、現行
憲法と現実とのかい離をめぐって徹底的な
検証が必要です。どの条文を変える必要が
あるか、あるいは条文を変えるまでもなく
新たな立法や行政の強化などで要請に応え
ることが可能であるかどうかなど、幅広い
視点で見直す必要があると考えます。

▪そうした作業をする場として、衆参両院
の憲法審査会が活用されるべきと考えま
す。憲法審査会の設置が盛り込まれた「憲
法改正のための国民投票法」が２年前に成
立していながら、民主党など野党の反対で、
現在まで機能していないのは大変に残念な
ことです。一日も早く議論の場を設け、ま
ずは現行憲法をあらゆる角度から点検する
国民的作業を行うことを提案します。
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生活を守り抜く。
政治改革

政治資金の適正化
●政党等への企業団体献金の上限額を引き下
げるとともに、政治団体間の資金移動につい
て制限を強化します。さらに政党等への企業
団体献金の禁止を目指します。
●国会議員関係政治団体の収支報告書につい
て、電子申請を義務付け、全面公開します。
●秘書などの会計責任者が政治資金収支報告
書に、虚偽記載などの違法行為を行えば、議員
の監督責任を問い、公民権を停止させます。
●政党の政治資金が個人献金によって支えら
れる体制の構築を目指し、個人献金の税額控
除の拡充など、環境整備を進めます。

歳費削減
●国会議員の歳費を１割削減します。

定数削減
●衆議院の選挙制度については、新しい中選
挙区制を導入し、定数を大幅削減します。参
議院の選挙制度については、大選挙区制を導
入し、定数を大幅削減します。

国民主役の公選法へ
●国民主役の公職選挙法への改革を目指し、
政策について十分な対話を行うことができる
選挙運動を実現します（戸別訪問の解禁）。

18歳選挙権
●18歳選挙権を実現します。

永住外国人の地方選挙権
●永住外国人への地方選挙権の付与を実現し
ます。

世襲制限
●国会議員の配偶者および三親等以内の親族
が同一選挙区から立候補することを党として
禁止します。

元祖ムダゼロー

徹底した行政改革

天下り”の根絶
●各省による再就職あっせんを禁止し退職管
理を「官民人材交流センター」に一元化する改
革を早期に実施し、“わたり”あっせんの年内
廃止を実現します。
●退職公務員の独立行政法人、公益法人等役
職員の給与・退職金を大幅に引き下げます。
●早期勧奨退職慣行の廃止、定年の延長、再就
職あっせんの全面廃止等を実現し、３年で天
下りの根絶を目指します。

事業仕分け（政策棚卸し）で 
ムダを追放
●国が実施しているすべての事務・事業につ
いて徹底的に見直す事業仕分け（政策棚卸し）
を実施し、一般歳出のうち社会保障関係費を
除く分野において１割（約２兆円）をめどに削
減・合理化します。特別会計について徹底的
な合理化を実施します。
●補助金等を原資に積み立てた基金等につい
て、毎年度、事業の執行状況、政策評価、会計処
理等の検査を行い、不要な剰余金等を国庫に
返納します。
●大型の公共事業プロジェクトについては、
費用便益比（Ｂ／Ｃ）の点検を毎年度実施し、
事業の着手・継続の可否、実施の優先度を機動
的に見直し、効果的・効率的に執行します。
●「委託業務適正化法」（仮称）を制定して、委
託業務の目的・成果を毎年度検査し、不適切な
支出を是正します。
●政策評価法に基づき、政策全般にわたり、必
要性、有効性、効率性などの観点から、政策評
価の取り組みをさらに充実強化します。ま
た、国家・国民にとって喫緊の課題である重要
政策についての評価の取り組みを充実強化し
ます。

行政コストの節減・効率化
●公用車、広報経費、委託調査費、タクシー代
など行政経費の総点検を行い、大幅に削減（３
割程度）します。
●府省の局庁ごとに行っている給与計算等の
管理事務を統合、統一化することにより人員
と事務コストを削減します。
●行政手続きのオンライン利用率を３年以内
に50％に引き上げるなど、ＩＣＴ（情報通信
技術）化による事務の効率化を図ります。
●組織のスリム化による「量の改革」を進める
とともに、国民のニーズにあった効果的な行

政サービスを提供する「質の改革」を積極的に
推進します。
●2009年度予算において公益法人向け支出
を約４割削減したことを踏まえ、さらに、随
意契約の廃止、事務コストや人件費の削減に
よって支出を削減するとともに、役職員の給
与・退職金を削減します。
●独立行政法人、公益法人の事業を見直し、引
き続き公的に実施するべきものとそれ以外を
厳格に仕分けして、民営化を促進します。
●政策金融機関について、中小企業金融、危機
対応など政策金融機能が十分に発揮される仕
組みを勘案しつつ、原則として従来の方針に
沿った民営化を推進します。

国民に信頼される公務員制度へ
改革を実行
●公務員が国民全体の奉仕者としての自覚と
責任をもって職務を的確・公正に遂行する仕
組みへの改革を進めます。いわゆる「キャリ
ア制度」を廃止して、能力・実績評価による人
事の徹底、中途採用を積極的に実施します。
●幹部公務員等の人事の内閣一元管理により
政治主導の政策決定システムを確立し、民間
も含めて多様な経験・能力を持つ人材の幹部
への積極的な登用を進めます。
●一般職公務員の定員を５年間で１割以上削
減します。自衛隊員の適正配置と定員削減を
進めます。
●「ヤミ専従」問題など、勤務時間内の不当な
組合活動など不適切な労使慣行を排除して、
国民本位の健全な労使関係を構築します。

“埋蔵金”の洗い出しで有効活用
●特別会計の剰余金・積立金等を徹底的に洗
い出して、一般会計で有効活用します。
●国の資産について、市場の状況、適正な売却
手法などを勘案しつつ、今後、国有地を３兆
円、政府保有株式を８兆円超売却します。

「不正経理防止法」（仮称）の制定
●公務員による組織的な“裏金”づくりなどを
防止するため「不正経理防止法」（仮称）を制定
します。
●会計検査院の機能を強化して事務・事業の
適正執行を確保するとともに、国会に行政を
監視する専門調査機関を設置します。

地方公共団体の行革を推進
●都道府県や市区町村においても、事務・事業
の徹底的な見直しを行い、歳出削減を推進し
ます。
●４年ごとに支給される都道府県知事・市町
村長の高額退職金、副知事・副市長等特別職職
員の退職金を見直し（廃止・縮小）ます。

１ 清潔政治を実現 国民目線で
「政界の大掃除」と「行政のムダを追放」

※本マニフェストでは、障がいを持つ方の人権を尊重し、現行法令や現行施設・制度等以外のすべての表記を「障がい」といたします。
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災害医療体制の充実強化
●ＤＭＡＴ（ディーマット）体制の拡充や広域
連携の強化および、人材養成や必要な資機材
を着実に充実します。

※ＤＭＡＴ：大地震や航空機・列車事故といった
災害時に、被災地に迅速に駆け付け、救急治療を
行うための専門的な訓練を受けた医療チーム
Disaster Medical Assistance Teamの略称

がん対策
基本計画の個別目標の中間報告を実施
●がん対策推進基本計画の５年後の見直し

（2012年度）を前に、2009年度末に中間報
告を義務付け、2012年度までにがん検診率
50％以上など、個別目標を達成させます。
拠点病院の機能を強化
●がん診療連携拠点病院の機能強化を進め、が
ん治療の地域格差を是正し、全国どこでも最適
ながん治療を受けられる体制を整備します。
がん医療を選択できる社会へ
●がん医療の柱である手術・放射線療法・化学
療法のうち、整備が遅れている放射線・化学療
法の普及を図り、専門医を育成します。
がん相談業務と情報発信、普及啓発を拡充
●病院選びや治療方針、がんに関する不安や
悩みを抱える患者や家族を支援するため、が
ん相談支援センターの相談業務の拡大ととも
に、がん治療情報の発信を拡充します。また、
がんを広く国民に知ってもらう普及啓発活動
を促進します。
がん対策予算を拡充
●がん対策推進基本計画にうたわれている個
別目標を達成させるため、がん対策予算を拡
充します。また、がん検診を支援するための
地方交付税をさらに充実させます。
がんの痛みをとる緩和ケアを推進
●治療の初期段階から、がんの痛みをとる緩
和ケアを受けられるようにするため、５年以
内に、がんを担当するすべての医師への緩和
ケアの研修を強力に推進します。
セカンドオピニオンの体制の整備
●患者自らが適切な治療法を選択できるよ
う、主治医に遠慮せず、気軽にセカンドオピニ
オン（別の専門医の診断）を受けられる体制を
整備します。
学校におけるがん教育の見直しと 
教科書や副読本を充実
●小・中・高校生に対するがん教育を見直し、
教科書の内容充実や副読本の配布を促進しま
す。生活習慣との関わりなどを知ってもら
い、がん予防を促進させます。
がん検診の充実
●無料クーポン事業でがん検診受診率の向
上を図るとともに、前立腺がんなど高齢化に
よって増加している男性特有のがん検診の普
及を図ります。また、２年に１回のがん検診
の無料化を図り、受診率を向上させます。

安心の医療

長寿医療制度
現行の保険料軽減措置の継続
●低所得者等の保険料負担の軽減措置を継続
します。
被用者保険への継続加入措置の創設
●被用者保険の被保険者であった方について
は、被用者保険に引き続き加入できるように
配慮措置を講じます。
高額療養費制度の見直し
●高齢者の外来における窓口負担の自己負担
限度額の引き下げを行います。
公費負担割合の引き上げによる 
保険料水準の抑制
●公費５割、現役世代の支援金４割、高齢者の
保険料１割の負担割合のうち、公費負担の引
き上げを行い保険料負担の軽減を図ります。

前期高齢者医療制度および 
一般の医療保険制度
70歳以上１割負担の継続
●70～74歳の窓口１割負担を継続します。
公費負担による前期高齢者医療制度にか
かる被用者保険の財政調整負担の軽減
●前期高齢者医療制度における財政調整によ
る健康保険組合等の負担増の軽減を図るた
め、公費を投入・拡大します。
高額療養費制度の見直し
●外来医療における高額な医薬品の利用の拡
大等による負担増を踏まえ、自己負担限度額
の引き下げや外来医療での受領委任払いの適
用など、高額療養費制度の見直しを行います。

「利用者負担総合キャップ制」（仮称）の創設
●医療・介護・自立支援給付等の自己負担を合
算して総合的な負担の上限を決め調整する

「利用者負担総合キャップ制」（仮称）を創設し
ます。
国民健康保険制度の広域運営の拡大と
一元化の検討
●当面、国民健康保険の都道府県単位の財政
調整の強化により広域化を図るとともに、都
道府県単位の一元化された地域保険の創設に
向け検討を進めます。

大学病院の充実
●医学教育の中核を担っている大学病院の医
療環境を飛躍的に向上させるため、医療事務
補助者の配置の促進などをはじめとした医師
等勤務環境の改善や救急医療体制の整備に取
り組みます。

女性のがん検診の充実
●女性特有の子宮頸（けい）がん、乳がん検診
の受診率の向上を図るため無料クーポン券、
検診手帳などの事業を継続します。また乳が
ん検診の精度向上のため、マンモグラフィー
検診に加えて超音波（エコー）検診の導入・併
用を進めるとともに、読影医の養成・確保など
検診体制の充実・強化を図ります。
子宮頸がん予防ワクチンの早期承認・ 
公費助成の導入
●若い女性に急増する子宮頸がんの征圧へ、
予防ワクチンの早期承認とともに、ワクチン
接種に対する公費助成の導入を推進します。
がん研究・開発等の推進
●免疫療法・抗がん剤・粒子線治療など新たな
治療方法・治療薬の研究・開発を推進するとと
もに、新たな医薬品等の承認審査の迅速化と
国内での利用普及を図ります。

医師不足の解消と 
医療提供体制の充実等
医療費水準・医師数等の水準の引き上げ
●先進国の水準に比較して低い医療費および
医師数等の水準を引き上げ、医療提供体制の
強化と医療従事者の処遇の改善を図ります。

「医療基本法」の制定
●医療は患者のためにあることを明確にし、
国や地方自治体の役割、患者の医療政策決定
への参加のための「医療改革国民会議」の設
置、医師・医療機関の責務などを盛り込んだ

「医療基本法」を制定します。
医師等の医療人材の養成システムの 
改革と充実
●医師等の養成数の充実を図るとともに、研
修体制の見直しと医師派遣システムの強化を
行い、医師不足地域の解消に取り組みます。
また、救急・産科・小児科・麻酔科などの医師が
不足している診療科を解消するため、診療報
酬の充実や臨床研修における科目ごとの医師
養成数の目標の設定など取り組みを進めます。
女性医師等の復職支援の実施
●育児休業取得や短時間勤務の推進、院内保
育所の整備、女性医師バンクの体制強化など、
女性医師・看護師等が安定して働き続けられ
る環境整備の充実を図ります。
勤務医等の勤務環境の改善
●病院医療における医師等の過重労働の解消
のため診療報酬上の評価の充実を図るととも
に、医師事務作業補助者の充実など勤務環境
の改善のため直接的な財政支援を進めます。
看護師など医療従事者の職務拡大
●専門性の高い認定看護師などを評価するシ
ステムづくり、助産師の資質向上を図るとと
もに医療従事者の拡充と職務の見直し・役割
分担を進めます。

「小児保健法」の制定
●新生児から思春期児童までを対象に、保健
と医療の包括的な支援体制の充実を図る「小
児保健法」を制定します。
医療の安全の確保と医療事故の 
補償体制の強化充実
●出産等に伴う無過失の医療事故を救済する

「産科医療補償制度」の円滑な運用を進めま
す。医療事故の原因究明の体制を整備し、医
療の安全対策を強化するとともに、医療事故
における裁判外紛争処理制度を創設します。
画期的な新薬の開発促進、 
審査・承認の早期化
●画期的な新薬の研究開発を促進するため、
審査・承認の早期化を図るとともに、画期的な
新薬を適切に評価する新たな薬価制度を創設
します。

また、禁煙対策の推進など予防対策を強力に
進め、がん罹（り）患率や死亡率の低下を図り
ます。

感染症・難病対策等
新型インフルエンザ対策の推進
●必要な抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
や必要なワクチンの安定的な供給の確保、地
域における診療体制・相談体制の整備・強化を
図るなど、総合的な新型インフルエンザ対策
を推進します。

「難病対策基本法」の制定
●難病の原因究明と治療法の研究開発、患者・
家族への医療費の負担軽減等を含む福祉的支
援、医療提供体制の整備、在宅医療支援、就労・
教育・相談支援等の総合的な難病対策を推進
するため「難病対策基本法」を制定します。ま
た、現行の難病対策の柱である「難治性疾患克

社会保険病院・厚生年金病院の 
地域医療の機能確保
●社会保険病院・厚生年金病院について、医師
不足や診療科の休廃止などを防ぎ地域医療の
確保を図る観点から、公的医療機関としての
機能を存続できるよう、早急に対応します。
レセプトオンライン請求義務化の見直し
●レセプトオンライン請求については、医療
機関等の自主性を尊重し、完全義務化につい
て再検討します。

救急医療
救急医療の15分ルールの確立=「救急
医療基本法」（仮称）の制定
●「救急医療基本法」（仮称）を制定し、24時間
365日対応の救急相談窓口の整備を含め、救急
医療体制を再構築するとともに、真に緊急性
のある人が、通報から15分以内に医師に診て
もらえる「15分ルールの確立」を目指します。
●救急医療情報システムの充実など医療と搬
送の連携強化、ＥＲ（救急治療室）の拡充、救急
医療を担う人材の育成、予算の確保など、救急
医療を取り巻く諸対策を進めます。
全国に400カ所のＥＲ（救急治療室）を整備
●全国のＥＲ（約150カ所）や救命救急セン
ター（約200カ所）を整備拡充し、24時間、す
べての救急患者を受け入れるＥＲ型救命救急
センターを配備します。救急専門医などの養
成を進め、将来的には、全国400カ所の整備を
行います。
小児集中治療室（ＰＩＣＵ）を備えた 
小児救命救急センターを整備
●小児集中治療室（ＰＩＣＵ）を備えた小児救
命救急センターの整備を拡充します。小児救
急体制を強化するため、小児救急の専門医を育
成し、全国に50カ所のＰＩＣＵを整備します。
ドクターヘリの全国配備50機を促進
●2012年をめどに全国に50機の配備を目
指します。2009年度中に24機まで達成し、
残りの配備も急ぎます。さらに、１機当たり
１億円の運航経費を補助します。
ドクターヘリの機能強化への整備
●日没後の救急対応が可能となるよう、山間
部など医療過疎地を中心に夜間照明付きのヘ
リポート（災害広場兼用）の整備を推進しま
す。また、フライトドクターなどドクターヘ
リ関係医療スタッフを育成します。
都市型ドクターカーの普及を推進
●都市部の救急医療体制の強化には救急車搬
送に加え、ドクターカーの普及が不可欠です。
ドクターカーの適切な配備を実現するため、
維持運営費を拡充します。

２ 命を守る政治
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服研究事業」および「特定疾患治療研究事業」
の拡充・強化を図ります。さらに、医療費の負
担軽減については、医療保険における高額療
養費制度の見直しも併せて適切な措置を講じ
ます。

※「難治性疾患克服研究事業」：症例数が少なく、原
因不明で治療方法も未確立であり、かつ、生活面で
長期にわたる支障がある特定疾患について、研究
班を設置し、原因の究明、治療方法の確立に向けた
研究を行う事業（現在130疾患が対象）

※「特定疾患治療研究事業」：原因不明で治療方法
も未確立のいわゆる難病のうち、治療が極めて困
難であり医療費も高額である特定疾患について、
医療費の公費負担を行い、患者・家族の負担の軽減
を行う事業（現在45疾患が対象）

「アレルギー疾患対策基本法」（仮称）の制定
●患者数が国民の３分の１を超えて増え続け
るアレルギー疾患対策を進めるため、専門的医
療の均てん化（格差是正）のための医療機関の
整備、疾病に対する正しい知識を普及する健康
教育、原因となる大気汚染対策など国の各機
関が連携し対策を強力に進めるため、「アレル
ギー疾患対策基本法」（仮称）を制定します。

「肝炎対策基本法」の制定
●地域における専門治療施設の整備や治療費
の負担軽減、治療方法等の研究開発の促進な
ど、総合的な肝炎対策を強力に推進するため

「肝炎対策基本法」を制定します。
白内障の多焦点眼内レンズ治療の保険適用
●白内障の多焦点眼内レンズ治療の保険適用
を進めます。

健康増進対策等
８０２０（ハチマルニイマル）運動の 
推進と「口腔保健法」の制定
●80歳になっても自分の歯を、20本以上保
つために、歯科健診と自己管理を通じて、健康
づくりを行う「８０２０（ハチマルニイマル）」
運動を推進するとともに、「生涯を通じた口腔
保健の推進に関する法律」（通称：口腔保健法）
を制定し生涯にわたっての口腔の健康の保
持・増進を進めます。
生活習慣病の予防対策の推進
●医療保険者・関係機関等の連携強化を図り
特定健診の受診率の向上を図るとともに、実
効性ある保健指導を進めます。また公共の場
での禁煙の徹底や禁煙の取り組みを支援する
活動の強化により喫煙率の低下を図ります。

「女性健康研究ナショナルセンター」（仮
称）の設置・女性専門外来の拡充
●性差医学の考え方を踏まえた女性の健康
に関する研究を専門に行う「女性健康研究ナ
ショナルセンター」（仮称）を設置し、生涯を通
じた女性の健康支援の充実を図ります。また
女性専門外来の全国的な拡充を進め全都道府
県での開設を実現します。

女性の健康を一生涯サポート
●予防接種や治療歴、出産、健康診断の記録
や、病気の予防情報などを記載した健康パス
ポートを発行し、女性の健康を生涯にわたっ
てサポートする体制を構築します。また骨粗
しょう症や貧血、乳がん、子宮疾患等の予防と
早期発見のために、女性特有の疾病に対する
健診の充実を図り、受診率を向上させます。
思春期外来の推進
●公的医療機関における思春期外来の設置を
推進するとともに、保健所・保健センターにお
ける思春期の心身の問題に対する相談体制の
充実を図ります。
総合的なうつ対策の推進
●うつ病の早期発見、早期治療の推進、専門医
受診率の向上、精神療法の拡充強化など、すべ
てのうつ病患者が安心して治療を受け社会復
帰ができる体制を整備します。また、職場に
おけるメンタルヘルスケア対策の充実と過重
労働を是正します。
温泉を活用した健康づくりの推進
●温泉療法医、温泉利用指導者（員）などの人
材養成や、温泉施設、旅館等の「健康増進施設」
としての活用を進め、地域の温泉を活用した
健康づくりを推進します。

安心の介護

「新介護ゴールドプラン」（仮称）の策定
●高齢化が進む2025年を展望し、必要な介護
サービス基盤の整備の目標を示す新たな「新
介護ゴールドプラン」（仮称）を策定します。
また、公費負担割合の引き上げなどにより介
護保険財源の安定化を図るとともに、医療・介
護の一体的な提供を確保する地域包括ケアシ
ステムを構築するため、診療報酬と介護報酬
が同時改定される2012年の改定において所
要の措置を講じます。
必要な施設・在宅サービスの充実 

「多機能支援センター」の設置
●特別養護老人ホーム、老人保健施設、認知症
高齢者グループホームなど、地域の実情を踏
まえ、必要な施設体系の整備・充実を図り、16
万人分の拠点整備を行います。また、訪問看
護サービスの利用者数を10年間で100万人
に増加させるとともに、医療・介護・生活支援
などを備えた「多機能支援センター」の設置を
進めます。さらに、ニーズが高まる高齢者住
宅の15万戸拡充、24時間型訪問介護など在
宅サービスの充実を図ります。
都市部における介護・看護サービス付き
高齢者住宅の計画的整備
●都市部における独居高齢者および高齢者夫
婦世帯の著しい増加を踏まえ、地域で住み続
けることができるよう、居宅における必要な
介護・看護サービスの提供を保証する高齢者
住宅の計画的な整備を強力に進めます。
介護従事者の処遇改善のさらなる推進
●介護従事者が安心して継続的に働ける雇
用環境を築くため、賃金の引き上げやキャリ
アアップ支援など、処遇改善をさらに推進し
ます。
高齢者の介護保険料を 
所得に応じてきめ細かく設定
●高齢者の介護保険料について、年金受給額
に対して過度なものとならないよう、現行の
所得段階別保険料を見直し、所得に応じてよ
りきめ細やかな設定を行い、低所得者の保険
料の一層の軽減を図ります。
認知症の地域ケア体制の充実
●地域において認知症の早期診断・治療・ケ
ア・相談など総合的な支援体制の充実を図り
ます。特に認知症デイサービスやショートス
テイの充実、訪問看護の強化など地域ケアの
充実を図ります。
支援を必要とする高齢者や介護者の 
地域支援を強化
●孤立死防止のための全戸訪問調査や災害時

要支援者把握のための支援マップづくりをは
じめ、支援を必要とする高齢者や介護者を地
域全体で支えるネットワークを構築するなど
地域における包括的な支援体制を強化しま
す。また、介護者のレスパイト対策（休息のた
めの対策）を推進します。
療養病床再編後の医療提供体制の充実
●今後も増加する長期にわたって密度の高い
医療サービスを必要とする要介護者への医
療・介護サービスの一体的提供体制を確保す
るため、転換後の老健施設等への介護報酬等
を実態に見合った水準に引き上げるととも
に、必要なベッド数の確保と、可能な限り地域
で生活を続けることができる地域ケア体制の
整備を図ります。

難病やがんの要介護者等への 
サービス提供体制を整備
●難病、遷延（せんえん）性意識障がいの患者
やがん末期の要介護者などに対し、「短期入
所療養介護」や、医療機関や訪問看護ステー
ション等と連携してサービスを提供する「療
養通所介護」を本格的に実施する体制を整備
します。
介護休業制度の充実
●介護で仕事を辞めざるを得ない状況を改善
するため、介護休業制度のさらなる充実を図
ります。
要介護認定の見直し
●要介護認定の在り方について、実施状況を
検証した上で、適切な見直しを行います。

暮らせる年金

年金制度全般への対応
被用者年金の一元化
●被用者年金（厚生年金と共済年金）の一元化
を早急に実現するとともに、厚生年金、共済年
金の個人単位化を進め女性の年金権を確立し
ます。
未納・未加入対策
●被用者年金の適用の拡大を進めるととも
に、社会保障カードを早期導入し、減免制度の
確実な適用等により国民年金の未納・未加入
問題の解消を進めます。
国民年金基金の制度を改善
●国民年金基金の加入期間の延長や保険料の
小口化などを進め、利用しやすい制度へと改
善します。

無年金・低年金への対応
低所得者への加算年金の創設
●低所得者（単身世帯で年収160万円未満、
それ以外は200万円未満）に対して、基礎年
金を25％上乗せする加算年金制度を創設し、
最低保障機能を充実します。（現在満額で
66,000円の国民年金の場合、83,000円程度
に引き上げ）
受給資格期間の短縮と 
保険料追納期間の延長
●年金受給資格期間を25年から10年へ短縮
し、無年金者の発生を抑えるとともに、保険料
の事後納付期間２年を５年に延長します。

「特定障害者給付金支給法」の改正
●無年金障がい者の幅広い救済を行うため、
給付金の支給対象の拡大を目的とした「特定
障害者給付金支給法」を改正します。また、国
民年金の強制適用の対象となっていながら、
未加入あるいは保険料未納で「障害年金」を受
給できない方や、1982年１月の国籍要件撤廃
前に障がいを負った無年金の外国人につい
て、「特定障害者給付金」の支給対象とするこ
とを検討します。

※「特定障害者給付金支給法」：国民年金制度への
加入が任意となっていたときに未加入であったた
め、「障害基礎年金」等の受給権のない障がい者に

「特別障害給付金」を支給する法律

２ 命を守る政治
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年金記録問題への対応
未統合記録の統合
●旧姓情報による突き合わせ、未統合記録の
持ち主と思われる方への通知送付などによ
り、引き続き記録解明に取り組みます。最終
的には公示等による解明・統合を検討します。

※未統合記録の状況：未統合記録5,095万件のう
ち、今後解明を進め、最終的には公示等を検討する
記録は、1,162万件まで減少（2009年３月現在）

再裁定処理の迅速化
●職員の増員、再裁定処理システムの改善等
により、社会保険業務センターへの進達から
早急に３カ月程度で処理できる体制を構築す
るとともに、引き続き改善を進めます。
標準報酬等の 
遡及（そきゅう）訂正事案への対応
●被害者救済を第一義に、給与明細や雇用保
険の記録等がある場合のほか、事業主や社会
保険事務所への調査により、事実に反する処
理が認められた場合は、積極的に社会保険事
務所段階において記録訂正を行います。ま
た、標準報酬月額等を記載した「ねんきん定期
便」等の送付とフォローアップも行います。

※2009年中に、すべての厚生年金受給者に、標準
報酬等の情報を含むお知らせを送付。加入者に
は、2009年４月から標準報酬等を記載した「ねん
きん定期便」を送付

年金記録確認第三者委員会における 
処理の迅速化
●年金受給者からの申し立てを優先的に処
理する（2008年度中に年金受給者から申し
立てられたものは、2009年度中をめどに処
理を終了）とともに、引き続き処理の迅速化
を進めます。

障がい者福祉の向上

「障がい福祉ゴールドビジョン」（仮称）
を策定
●障がい福祉サービス基盤の緊急整備（グ
ループホーム・ケアホームの緊急整備、新体系
への移行支援の強化等）や現在の障がい福祉
サービス従事者等の処遇改善（従事者の処遇
改善に取り組む事業者への資金の交付等）、地
域相談支援体制の強化（相談支援専門員や提
供体制の拡充）などを盛り込んだ「障がい福祉
ゴールドビジョン」（仮称）を策定します。
施設サービスの質の向上と 
必要な整備の推進
●障がい者施設の持つ、障がい者の地域にお
ける自立した生活を支援する拠点としての機
能、福祉人材の養成の拠点としての機能、強度
行動障がいなど処遇困難な場合の高度な支援
の拠点としての機能を確保するため、質の向
上と充実を図ります。

「障害者権利条約」の早期批准と 
「障害者基本法」の改正、 
「障害者差別禁止法」の制定
●「障害者権利条約」の早期批准を図り、その
理念に沿った｢障害者基本法｣の改正を行いま
す。また、障がいを理由とした差別のない社
会を目指す観点から「障害者差別禁止法」を制
定します。

「障害者虐待防止法」の早期制定
●障がい者の人権を著しく侵害し、その自立
や社会参加を大きく損ねる障がい者虐待を無
くすため「障害者虐待防止法」を早期に制定し
ます。
障がい児支援の充実
●各地域に「子ども発達センター」（仮称）を創
設し、福祉と教育の連携のもとで、就学前から
就学後にわたり、発達支援、放課後支援、家族
の相談支援など子どものライフステージに応
じた継続的な支援を行う体制を整備します。
自閉症・発達障がい児・者支援の充実
●自閉症・発達障がい児・者に対して、関係機
関の連携のもと、早期発見と相談体制の構築、
早期からの支援の充実、障がいの特性を踏ま
えた適切な教育体制の整備、青年期における
就労支援の提供など一貫した支援体制の確立
とその充実を図ります。

「障害者権利条約」に則った 
「障害者雇用促進法」の改正
●「障害者権利条約」の精神を踏まえ、雇用分
野における障がいに基づく差別を禁止すると
ともに、差別事案に関する紛争処理手続きを
整備するために「障害者雇用促進法｣の改正を

行います。また、障がい者に対して円滑に合
理的配慮を提供できるよう企業に対する支援
の充実を図ります。

「障害者就業・生活支援センター」を 
「全障害保健福祉圏域」に設置
●「福祉から就労へ」の理念に基づき、福祉や
教育から一般雇用への移行を促進するため、
障がい者の就業面および生活面における支援
を一体的に行う「障害者就業・生活支援セン
ター」の「全障害保健福祉圏域」（約360圏域）
への設置を目指します。
障がい者の住宅確保を支援
●障がい者が安心して暮らせるための住宅
を確保し、ヘルパーなどが必要なサービスを
提供できるようにします。また、障がい者と
親が一緒に暮らすための住宅（アパート・マ
ンション）を整備し、必要なサービスを提供
します。
精神障がい者の雇用 
および職場定着の促進
●うつ病その他の精神障がい者に対する企業
内のカウンセリング体制等の雇用環境の整備
を促進するとともに、休業者に対するリワー
ク支援を強化することにより精神障がい者の
雇用および職場定着を図ります。
発達障がい者の雇用促進
●発達障がい者のライフステージに応じた一
貫した支援を可能とするため、成人期の就労
支援として、ハローワークや「地域障害者職業
センター」における専門的支援の強化、雇用管
理上の課題の把握や事業主支援等を通じ、発
達障がい者の雇用の促進と安定を図ります。
所得保障の充実
●「障害基礎年金」の引き上げ、就労支援の拡
大、工賃の引き上げなど、障がい者の所得保障
の充実を図ります。
公共機関のバリアフリーの促進と 
支援策の充実
●新バリアフリー法に則り、公共機関のバリ
アフリーの促進を図ります。また、バリアフ
リー化への各種支援策の充実を図ります。
障がい者のための 
情報バリアフリー化の推進
●公共放送などの字幕化の普及推進や、活字
文書読み上げ装置、音声コードの普及など、障
がい者のための情報バリアフリー化を推進し
ます。また、選挙公報やねんきん定期便等の
全文の点字化・音声コード化を進めます。
精神障がい者の障がい者割引の適用拡大
●精神障がい者も、ＪＲ・高速道路等交通機関
の障がい者割引の対象に加えます。

安心の子育て、 
少子化対策

幼児教育の無償化
●小学校就学前３年間の幼稚園・保育所・認定
こども園等の幼児教育の無償化を進めます。
児童手当の抜本的拡充
●児童手当の支給対象を中学３年生まで引き
上げます。また、次の段階として支給額も第
１子１万円、第２子１万円、第３子以降２万円
へと倍増を目指します。
保育所等の機能強化を図る抜本改革と
待機児童ゼロの強力な推進
●保育所等の機能を、質量ともに強化する抜
本改革を行います。
▪認定子ども園や事業所内保育施設の設置促

進を通じ、受け入れ児童数を拡大
▪保育所待機児童ゼロを目指し、延長保育、休

日保育、保育ママなど多様なサービスを拡充
▪就学児童の放課後対策のため「放課後子ど

もプラン」のさらなる充実
妊婦健診の完全無料化の推進
●望ましいとされる14回の健診を無料で受
けられるよう財政的支援を継続します。ま
た、里帰り先での健診や助産所での健診につ
いても助成の対象となるよう、さらなる拡充
を図ります。
出産育児一時金の拡充
●出産育児一時金を現行38万円から50万円
へ引き上げを目指します。
乳幼児医療費の負担軽減の推進
●子育て世帯の医療費の軽減を図るため、乳
幼児に対する医療給付のさらなる充実を図り
ます。さらに、各自治体へ財政的支援を行い
無料化の取り組みを推進します。

「仕事と生活の調和推進基本法」の制定
●「仕事と生活の調和推進基本法」を制定し、
国を挙げて企業と国民が一体となった「働き
方改革」を推進し、ワーク・ライフ・バランスが
図られる社会を構築します。また、テレワー
ク普及に向けた環境整備を図るとともに、企
業に対する相談・助言を行う「仕事と生活の調
和推進アドバイザー」を創設します。
中小企業の育児支援策の充実
●育児休業の取得や短時間勤務の導入を奨励
するため、従業員100人未満の中小企業に対
し、育児休業取得者１人当たり100万円の助
成を拡充します。
地域の子育て支援体制の充実
●つどいの広場、地域子育て支援センター、
ファミリーサポートセンターの整備など、地
域子育て支援体制を充実させます。

社会総がかりで 
教育安心社会を構築

安心と活力ある「教育立国」の構
築と「ヒューマン･ニューディー
ル」の推進
教育は、人格の完成を目指し、幸福な生涯を実
現する上で不可欠のものです。公明党は、「安
心の教育支援」「活力ある教育環境の整備」「文
化・芸術の振興」などに取り組むことで、子ど
もから高齢者まで切れ目のない教育・学習環
境を整備し、安心と活力のある「教育立国」を
構築します。
また、現下の経済危機に伴う世界の構造転換
や少子高齢化の進展など、わが国が直面する
さまざまな課題を解決するためには、「人材の
確保と育成」も重要です。このような観点か
ら公明党は、「ヒューマン･ニューディール」

（「未来の人材」に対する大胆な投資）を推進
し、ＧＤＰに対する教育の公費負担率を現在
の3.5％から先進国並みへの引き上げを目指
します。

「安心」の教育支援―
子どもに優しい社会の実現
教育費の負担軽減
●中学生・高校生を持つ保護者の教育費負担
を軽減するため、家計にかかる教育関係費の
一部を税額控除します。
●修学の継続が困難な高校生の授業料を、親
の所得に合わせて段階的に減免します。
●小・中・高等学校に通う経済的に困難な児
童・生徒を支援するために、各都道府県に「教
育安心基金」（仮称）を設置し、教材・図書等の
援助や就学援助、給食費の支援等を行います。
一人ひとりに応じたきめ細かな 
奨学金制度等の構築
●高校生や大学生等が経済的な理由から教育
を受ける機会が奪われることのないよう、給
付型奨学金を創設します。また、無利子奨学
金や返還免除制度を拡充します。
●大学ごとの採用枠を撤廃し、１次募集の段
階ですべての学生に奨学金が貸与できるよう
にします。
●急激な社会状況の変化や家計の急変などに
対応するため、奨学金の返還について、所得に
応じた返還制度の創設を目指します。
●民間企業等による奨学金事業を拡大するた
めの環境を整備します。
●大学等における授業料減免措置を拡充しま
す。また、優秀な大学院生をティーチング・ア
シスタント等として雇用するなど経済的支援

を拡充します。

「活力」ある教育環境の整備

子どもたちの学力向上
●子どもたちの学力向上を図るため、教員が
子ども一人ひとりに向き合う環境をつくりま
す。そのために教職員等の増員や資質の向上
に取り組みます。
●少人数学級やチームティーチングの導入な
ど学校の実情にあった学級編成ができるよう
にします。
●将来のわが国を支える人材を育成するため
に、子どもの理科離れ対策に取り組みます。
実験や観察に必要な設備などを充実させると
ともに、外部人材を活用した魅力ある授業の
実施など理科教育を充実します。
●中学校卒業段階で日常英会話ができるよう
になることを目指し、義務教育での英語教育
を充実します。
豊かな心を育む体験学習の拡充
●すべての小学生に１週間以上の農山漁村等
での自然体験を実施し、子どもの豊かな心を
育むとともに、地域コミュニティーの再生に
取り組みます。
●すべての中学生に１週間以上の職場体験を
実施します。
●すべての小・中学生に年に１回、本物の文化
芸術に触れる体験を実施します。
●子どもが読書に親しむ環境づくりを推進し
ます。
職業教育の充実
●インターンシップ（就業体験）の単位化の推
進や、インターン（体験実習生）を受け入れる
企業への支援の充実を図ります。
●生徒の能力や適性、学力などを考慮してふ
さわしい職業を選べるように相談・適切な援
助を行う「キャリアカウンセラー」をすべての
高等学校に配置します。
●職業教育および職業能力開発政策を抜本的
に見直すとともに、現在、文部科学省・経済産
業省・厚生労働省・農林水産省・国土交通省で
行っている職業教育や職業能力開発政策を一
元的に行う体制をつくります。
大学等における 

「授業単位互換制度」の拡充
●他大学等で履修した科目を、自分の所属す
る大学の単位として認定する「授業単位互換
制度」を拡充します。
ポストドクター問題への対応策の推進
●大学と産業界との連携強化など、大学院の
博士課程を修了した研究者（ポストドクター）
の就労支援を拡充します。
教員への支援と資質向上
●多様な教育問題に取り組む教員を支援する
ため、教員ＯＢや経験豊かな社会人、教職を目

3 人を育
は ぐ く
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指す学生等を活用した「教員サポーター」（仮
称）を１クラスに１人以上配置します。
●いじめや不登校などの深刻化や子どもたち
の学ぶ意欲の低下など学校教育が抱える複
雑・多様な課題に対応するため、「教職大学院」
の質の向上などにより、高度な専門性と豊か
な人間性・社会性を備えた力量ある教員を養
成します。
地域ぐるみで学校を支援
●教員ＯＢや教職を目指す学生、高齢者など
多様な人材が地域ぐるみで学校教育を支援す
る「学校支援地域本部」の充実および全国展開
を進めます。
●放課後や週末の子どもたちの生活の場を確
保し、地域の協力を得ながら学習やスポーツ・
文化活動などに取り組む「放課後子どもプラ
ン」をすべての小学校区で実施します。

●公立・私立を問わず授業改革やカリキュラ
ム開発、地域と連携した教育活動など、学校が
主体的に行う教育力向上へ向けた取り組みに
対し財政支援を進めます。
●養護教諭未配置校に、子どものメンタルヘ
ルスやアレルギー疾患等の対応方法につい
て専門的な指導を行う「スクールヘルスリー
ダー」の配置を推進します。
地域・学校を重視する教育行政改革の推進
●学習内容の全国基準の設定、教育水準の地
域間格差の是正、財政基盤の確保など、教育に
おける国の役割を明確にし、その他の権限等
は市町村や学校が行使できるよう、教育行政
改革を段階的に推進します。
●地域・学校が教育目標、教員人事、学級編成、
カリキュラム等を自由に設定できるようにし
ます。

特別支援教育の充実
●発達障がい児等の教育機会を確保するた
め、教育的支援や教育環境の整備などに必要
な財政的支援を拡充します。
●特別な支援が必要な子どもの教育（発達障
がいへの対応を含む）の充実を図るため、公私
立幼稚園や小・中・高等学校等に配置する特別
支援員や通級指導担当教員を増員します。
●視覚障がいを持つ児童・生徒や普通の印刷
物を読むことが困難な児童・生徒のために、カ
セットテープに代わるデジタル録音図書の導
入を促進するとともに、教科書のデジタル化
を推進します。

「認定こども園」を全国2,000カ所に設置
●地域の実情にあった総合的な少子化対策を
進めるため、幼児教育や保育を提供し、地域
の子育て支援を行う「認定こども園」を全国
2,000カ所に設置します。
専修学校等への支援の充実
●職業人の養成など、わが国の教育において
重要な役割を担っている専修学校や各種学
校の振興を図るため、財政支援の充実や教育
制度上での位置付けの見直し等に取り組み
ます。
●求職中の若年者等が専門的な技術を円滑に
習得できるよう、専修学校の利用拡大を図り
ます。

いじめ・不登校対策
●いじめや不登校の未然防止や早期発見・早
期対応、教育相談体制の充実等を図るために
外部人材の活用や子どもの居場所作りの推進
など、課題を抱える子どもを積極的に支援し
ます。
●不登校や引きこもりの子どもに対して、教
職を目指す大学生などを心の友（メンタルフ
レンド）として家庭に派遣する「メンタルフレ
ンド制度」の導入を推進し、子どもの健全な育
成をサポートします。
●子どもや親などからのＳＯＳに即時に対
応できるよう第三者機関による「いじめレス
キュー隊」（仮称）の設置を推進します。
●児童相談所や警察など、福祉・保健・医療・司
法等の子どもの生活に関わる地域資源と学
校との連携を円滑にするため、スクールソー
シャルワーカー制度を拡充します。

生涯学習社会の構築
●社会人や職業人のキャリアアップやフリー
ター等の学び直しの機会の確保、高齢社会に
対応した多様な生き方の実現等を目指し、大
学や専修学校等でいつでも自由に学習機会を
選択し学ぶことができる生涯学習社会を構築
します。
●学校の空き教室等を活用し、生涯を通じて
新しい知識や教養を身につける環境を整備

します。また、団塊の世代等の社会参加や生
きがいづくりを支援するため、地域の実情に
あった拠点を作り、情報提供やネットワーク
づくり等を推進します。
●時間や場所、経済的な理由等から学習機会
が制約されることがないよう、奨学金制度の
充実や産業界・大学・専修学校・行政・ＮＰＯ等
の連携強化、インターネット等情報通信技術
の活用等を通じて一人ひとりのニーズに合っ
た学習環境の整備を推進します。

世界で活躍する人材の育成と 
外国人学校支援
日本人留学生の20万人派遣と 
海外留学生の受け入れ体制の強化
●留学生政策を強化するために体制の見直し
を行い、予算を拡充します。
●日本人高校生・大学生の留学生派遣20万人
を目指します。
●留学を希望する学生への奨学金について派
遣計画を策定し、抜本的に拡充します。
●2020年までに留学生受け入れ30万人を目
指し、当面５年間で大幅な拡大と留学生を受
け入れる環境整備を推進します。
ユネスコスクールの拡大
●幼稚園から大学までユネスコスクールの
認定校を、現在の70校から700校へ増やし
ます。
日本語教育体制の強化
●世界中に拡大しつつある日本語習得希望者
に対応するため、国内外の日本語教育体制を
強化します。具体的には、カリキュラムの基
準や教材を認定するための法制化や日本語教
員養成の充実を図ります。
外国人学校支援
●国内の外国人学校への経済的・人的支援を
包括的に定めた「外国人学校支援法」（仮称）の
制定を目指します。
●各種学校扱いの外国人学校に対し、税制を
含めた支援策を検討します。
●外国人の就学支援のため、支援員・日本語教
育指導員の配置を推進します。

文化・芸術、スポーツの振興
文化・芸術の振興
●美術品等の貸借を円滑にするための国家補
償制度を創設します。
●芸術家や文化団体への公的助成の対象に稽
古手当や創作研究費などを追加するととも
に、創作や公演が終了するまでの一時融資制
度の創設を目指します。
●芸能の鑑賞機会を拡大するため公演の充
実を図るとともに、創造活動や人材育成に対
する支援の充実など芸能の振興に取り組み
ます。
●地域の施設や多様な人材を活用し、世代を

超えて多くの住民が文化･芸術を体験・享受
できるよう、「地域文化芸術振興プラン」の推
進など、地域文化活動を支援します。
スポーツの振興
●スポーツ振興政策の抜本的強化を図るた
め「スポーツ基本法」（仮称）の制定を目指し
ます。
●生涯スポーツ社会の構築や国際競技力の向
上、スポーツ観戦の推進など、スポーツ振興を
総合的に進めるため「スポーツ庁」（仮称）の設
置を目指します。
●地域の施設や多様な人材を活用し、世代を
超えて多くの住民がスポーツを体験・享受で
きる「総合型地域スポーツクラブ」を拡充し
ます。
●国民に夢を与えるトップアスリートの育成
支援に取り組みます。
●障がい者スポーツの振興に積極的に取り組
みます。

世界をリードする研究開発と 
イノベーションの創出
●科学技術立国の基盤を強化するため、宇宙・
海洋・生命科学・脳科学など先端分野の基礎研
究を強力に推進します。また研究開発力強化
法に基づき研究者の養成・確保を図り、ポスト
ドクターや女性研究者、外国人研究者などの
処遇の改善を進めます。
●高校生・大学生の海外留学や海外の研究者
の受け入れを進めるとともに、若手や女性の
優秀な研究者が能力を発揮できるような環境
整備を進めるなど、グローバルに活躍できる
人材の育成と確保に取り組みます。
●わが国発のｉＰＳ細胞（人工多能性幹細胞）
による再生医療などの先端医療技術開発の実
現に向けた研究に取り組みます。
●わが国の得意分野である環境エネルギー技
術について、国際的な研究拠点形成を通じ、次
世代太陽電池等の革新的な技術開発を行うこ
とにより、新産業の創出と国際貢献に取り組
みます。
●経済危機による世界的大転換の中で日本の
存在感を示し、成長力を強化するため、イノ
ベーションの源泉となる基礎科学力の強化に
取り組みます。
●新型インフルエンザや自然災害などの脅
威から国民を守るための研究開発に取り組
みます。

雇用の安定

労働者派遣制度の抜本的見直し
●労働者保護・派遣労働者の処遇の均衡の確
保のため、労働者派遣制度の抜本的な見直し
を進めます。
▪いわゆる「マージン率」が教育訓練等の必要

経費を除外した上で適切な率となるよう
な一定の規制の導入を図るとともに、“雇
い止め”に対する派遣先の賠償責任を強化
し、派遣労働者の処遇の均衡確保と昇進・
昇格、正規雇用への転換の仕組みの整備な
どを行います。

▪製造業における派遣・登録型派遣労働の在
り方については、関係者の意見を踏まえ１
年程度をめどに検討を進めます。

▪偽装派遣の問題を踏まえ、請負業について
その適正な運営を図るため法制化を検討
します。

「ジョブカード制度」の推進・普及
●ジョブカード参画企業への支援の強化や就
職困難者に限らず、新卒者・高齢者も含めた

「ジョブカード制度」の普及など、円滑な職業
移動等がなされるよう、「ジョブカード制度」
の推進・普及を図ります。また、職業教育、進
路指導の一環として、ジョブカードの活用・展
開を図ります。普及の度合いにあわせ、ＩＣ
カード化についても検討します。
第２のセーフティネット 

「訓練・生活支援給付」の恒久化
●雇用保険の対象や失業給付の対象とならな
い労働者に対する第２のセーフティネットと
して創設された「訓練・生活支援給付」の恒久
化を図り、雇用のセーフティネットをより強
化します。
ニート・引きこもり対策の推進
●地域若者サポートステーションを拡充し、
すべての施設でアウトリーチ（家庭訪問）がで
きる体制や、高校中退者に対し、就労と学び直
しの支援ができる体制を整備します。
再就職支援付き住宅手当の拡充
●離職者などが再就職のための活動に際し、
住民票や金融機関の口座が必要となる場合が
多く、安定した住居を確保する必要があるこ
とを踏まえ、再就職のための活動を安心して
行えるよう、住宅費等を支援する「再就職支援
付き住宅手当」の拡充を図ります。
非正規労働者の社会保険適用の拡大
●非正規労働者の雇用保険、健康保険、厚生年
金の加入要件を緩和します。その際、増加す
る保険料については、企業負担分に一定の配
慮措置を講じます。
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最低賃金の着実な引き上げ
●生活保護との均衡を図り、全国平均1,000
円を目指し最低賃金の着実な引き上げを図り
ます。
就職活動の早期・長期化の是正
●就職活動の解禁日の復活や平日の企業訪問
の自粛、通年採用の推進など、企業・学生双方
にとってより有益で望ましい新たな就職活動
に関するルール（新たな就職協定）作りを推進
します。また、既卒者に就職の門戸を閉じる
ことになる新卒者制限の撤廃など柔軟な採用
活動の定着を図ります。
中途採用者の適切な待遇の確保
●中途採用者が、前職のキャリアを反映でき
るようにするなど、ガイドライン等において
適切な待遇の確保を図ります。
女性の再就職支援策の充実
●出産、子育て後の女性の再就職を支援する
マザーズハローワークの機能強化を図ると
ともに、再雇用制度の導入を進めます。また、
正社員とパート労働者の均等処遇を推進し
ます。
高齢者雇用の促進
●65歳以上の雇用確保を図るため、高齢者雇
い入れ助成金の対象年齢を65歳以上も対象
となるよう引き上げます。また、多くの高齢
者を雇用する事業所への税制措置を検討し
ます。
母子家庭の母等の就業支援
●母子家庭の母等への就業支援として、職業
訓練等の資格や技能の取得を促進するため、
高等技能訓練の受給時における給付のさらな
る充実を含めた職業訓練機会の充実や、トラ
イアル雇用の拡充など自立できる正規雇用へ
の移行をハローワーク等との連携を図りなが
ら促進します。

格差是正、 
共生社会の実現

給付付き税額控除制度の導入
●生活支援、子育て教育支援等で減税と低所
得者への給付を組み合わせた「給付付き税額
控除制度」を導入します。

「社会保障カード」（仮称）の導入
●年金手帳や健康保険証などの役割を一元的
に果たす「社会保障カード」（仮称）の早期導入
を進めます。これにより、年金・医療・介護な
ど社会保障にかかる個人の情報取得を容易に
し、また税制と社会保障制度の一体的な運営
の強化を図ることにより、給付付き税額控除
制度や「利用者負担総合キャップ制度」（仮称）
の実現を図ります。
ひとり親家庭への支援の充実
●母子家庭だけではなく、父子家庭、児童を扶
養している年金受給者である祖父や祖母、児
童をつれて離婚係争中のＤＶ（ドメスティッ
ク・バイオレンス）被害者のひとり親家庭に対
しても、所得に応じた子育て支援の充実を図
る観点から児童扶養手当制度の在り方を抜本
的に見直します。特に、母子家庭については、
生活保護も含めた実態調査を実施し、適切な
支援策を講じます。

「ユニバーサル社会形成促進基本法」の制定
●すべての人が互いにその人権を尊重しつ
つ、責任と権利を分かち合い、その個性と能力
に応じてそれぞれの力を十分に発揮しなが
ら、誇りを持って自立できるユニバーサル社
会の形成を促進するため、基本理念等を定め
た「ユニバーサル社会形成促進基本法」を制定
します。
定住外国人労働者への支援の強化
●定住外国人労働者に対し、国と地方公共団
体との連携により日本語研修や職業訓練の実
施を通じた就労の確保を支援します。また、
本人家族の医療や教育の確保など、総合的な
支援を強化します。
総合的な貧困対策の推進
●わが国の貧困率の定期的な調査を行い、そ
れに基づいて貧困率の低減の目標を定め、総
合的な貧困対策を推進します。
高齢単身世帯の支援
●高齢単身世帯については、軽易な日常生活
上の支援の充実や地域全体で支えるネット
ワークの構築など、地域における包括的な支
援体制を強化します。

安全で安心な 
生活環境づくり

子どもの安全を確保
●凶悪犯罪から子どもや市民を守るため、全
国で活動する防犯ボランティア団体（約４万
団体）による「犯罪に強いまちづくり」への自
発的な取り組みや防犯意識の向上を図る活動
に、国や自治体が積極的に支援することを責
務とする「地域安全安心まちづくり推進法」を
制定します。
●子どもの安全を確保するため、警察官ＯＢ
などを活用した「スクールガード・リーダー」

（地域学校安全指導員、2008年度実績2,986
人）を4,500人（小学校５校に１人）まで増や
すなど、地域や学校などのパトロール体制を
強化します。また、地域の防犯ボランティア
などによる自主的な取り組みを支援する「地
域安全安心ステーション推進事業」を拡充し
ます。

※「地域安全安心ステーション推進事業」：地域
の自主的な防犯ボランティア団体が、物品の貸与

（照度計、懐中電灯、防犯ブザー、腕章、防犯パト
ロール用防刃衣など）や、警察からの防犯情報の
提供、防犯講習・訓練などの支援を受けることが
できる事業

治安の回復を実現
‌●刑法犯の認知件数を減らし国民生活の安
全安心を確保するため、警察官の増員や質の
向上などにより、ひったくりなどの街頭犯罪
や振り込め詐欺などの防止、取り締まりを強
化します。また、ＤＮＡ型鑑定の一層の活用
や、110番通報に対してより迅速に対応する
ため、携帯電話の発信地を通知する機能の導
入を進めます。さらに、パソコンやインター
ネットなどを悪用したサイバー犯罪への取り
締まりを強化し、犯罪仲間を募ったり、犯罪を
助長したりするような「闇サイト」を法的に規
制する方法を検討するとともに、情報モラル
教育や啓発活動を推進します。

テロ・組織犯罪の撲滅‌
●銃器や薬物などの水際対策の強化や、暴力
団、来日外国人犯罪組織などによる組織犯罪
の取り締まりを推進します。
●麻薬撲滅へ向けて、国連薬物統制計画（ＵＮ
ＤＣＰ）など、国連関係機関への協力、ケシ栽
培からの転作の技術・財政支援、警察機関の
取り締まり態勢を強化します。また、水際で
の取引阻止に向けての海上警備態勢の強化な
ど、総合的な対策を推進します。特に、近年急
増しているＭＤＭＡ等の合成麻薬の取り締ま

り強化や、大麻および加熱処理されていない
大麻種子の所持および栽培、大麻吸引につい
て法的規制も含め取り締まりを強化します。
●薬物乱用防止を推進するため、「薬物乱用防
止キャラバンカー」の活用をはじめ、薬物乱用
防止のための講習会など啓発の取り組みを推
進します。
●国際テロの脅威や国内における外国人犯罪
の増加に対し、諸外国との連携と協力、出入国
管理体制の強化などにより、未然防止を図り
ます。とりわけ、テロに対しては、不測の事態
における対処能力の強化、公共交通機関の教
育・訓練を行うほか、緊急医療体制の基盤を整
備します。また、関係各省庁の連携のもと、テ
ロ資金の洗い出しやマネーロンダリング対策
の強化をはじめ、あらゆる手だてを講じます。

安全で快適な交通の実現‌
●交通事故の減少を目指し、飲酒運転の取り
締まり強化や、交通安全教育の推進、また、自
動車のカーナビゲーション装置で、運転者に
周辺の歩行者等の交通状況などを視覚・聴覚
情報により知らせることで交通事故を防止す
るためのシステムの開発・整備などを推進し
ます。特に、自転車の通行環境の整備、ルール
の周知と交通安全教育、また、歩行者の安全の
ための環境整備による交通事故防止に取り組
みます。

生活者が主役の消費者行政
●食品表示の適正化をはじめとした食の安全
や、生活製品の安全、また、多重債務などの消
費者問題に対して、真に生活者の立場に立っ
て解決を図る、縦割り行政を排した消費者庁
の早期スタートを推進します。また、消費生
活センターの広域的な設置の促進や、商品検
査機能を担う国民生活センターをはじめとし
た機関の機能強化、さらに民間のノウハウを
活かすため民間から多様な専門分野の人材
を登用するなど消費者行政の体制強化を図
ります。

●消費生活センターなどが、障がい者、高齢者
を含めたすべての消費者にとって身近でわか
りやすい相談窓口となるよう万全を期すとと
もに、相談員が能力向上を図るための教育・研
修の拡充や、人件費の拡充などの待遇改善を
図ります。
●消費者庁に集約された情報の調査分析が機
動的に行えるよう、消費者事故などに関する
独立した調査機関の在り方について法制化を
含めた検討を行い、事故原因の究明や、事故
拡大防止、また、類似事故再発防止対策、未然
事故発生防止対策の迅速化を図ります。さら
に、事故情報の一元化に当たっては、児童や高
齢者、妊産婦、障がい者などの事故情報につい
て特別な配慮を行い、国民の安全を守ります。
●悪徳業者などの「やり得」を許さず、被害者
の泣き寝入りを防ぐため、不当な収益の散逸
の防止・はく奪により被害者を救済する制度
の実現を目指します。
●消費者を取り巻く様々な問題から自身を守
る力を養う消費者教育を推進するため、学校
教育などあらゆる機会の活用や消費者教育を
担う人材育成への財政措置を含めた支援の実
施、消費者教育に関する法整備の検討を行い
ます。
●国から認定された適格消費者団体をはじ
め、消費者被害の情報収集などを行う消費者
団体に対して、必要な情報提供や活動のため
の施設、資金などの支援を行います。
●盗難通帳やインターネットバンキングに
よる犯罪などについて、防止策を検討すると
ともに、預貯金者の保護のために金融機関が
行っている自主的な取り組みの実効などを踏
まえつつ、立法措置も含め必要な措置を講じ
ます。

金融取引等における消費者保護
●商品の生産・流通の円滑化に資する産業イ
ンフラとしての商品先物市場の再構築と、消
費者保護を確実に行います。
●多重債務者問題の解決に向け、改正貸金業

法を予定通り施行するとともに、カウンセリ
ング体制やセーフティネット貸付の充実、ヤ
ミ金融や登録業者への取り締まり・監督強
化、金融経済教育の充実などを着実に推進し
ます。
●投資家保護の観点から、外国為替証拠金取
引（ＦＸ取引）等金融商品の取引に関する規制
を見直すほか、金融資本市場が公正に機能す
るため、規制の強化を行います。

ＮＰＯ支援
●ＮＰＯなどの非営利セクターに対する支援
税制の認定要件緩和、寄付金控除制度を充実
させます。

食育の推進
‌●子どもの豊かな成長、健康の増進、人格形成
にプラスとなる食育の取り組みとして、食育
啓発運動や学校における食育の推進を図りま
す。また、子どもが望ましい食習慣等につい
て計画的に学習することができるよう、栄養
教諭の増員や学校における米飯給食などの地
産地消をさらに推進します。また、朝食を食
べない若年層の減少を目指します。

自殺防止への支援拡充
●自殺者の大幅減少を目指し、自殺の防止に
関する調査研究をはじめ、うつ病対策やカウ
ンセリングの充実、遺族への支援など、自殺防
止へ向けた総合対策を推進します。

ＤＶ防止やストーカー対策を推進
●2007年のＤＶ改正法に基づき、被害者の
保護・自立支援の充実を図るとともに、ＤＶを
犯罪として適切に対応するための施策を推進
します。また、若者に広がるデートＤＶの予
防啓発を進めます。さらに、ストーカーの取
り締まり強化や、被害防止のための講習会の
開催を推進します。特に、学校内でのストー
カーへの対応を強化するため、被害防止の講
習会や研修会の開催を推進します。

女子差別撤廃条約「選択議定書」
批准
●女子差別撤廃条約選択議定書の速やかな批
准を目指します。

郵政関連事業の改善
●郵政関連事業の民営化による経営状況など
を踏まえ、さらなるユニバーサルサービスの
確保、利便性の向上などを図るための改善を
行います。

3 人を育
は ぐ く

む政治
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人権・司法

人権が尊重される社会の構築
取り調べ過程の可視化の本格実施
●警察・検察で実施している録音・録画による
取り調べ過程の可視化については、冤（えん）
罪を防止するため、裁判員制度の実施にかん
がみ、刑事手続全体の在り方との関連に留意
しつつ、本格的な実施を図ります。
児童ポルノの所持等の禁止
●子どもの福祉の観点から、児童ポルノ禁止
法を改正し、児童ポルノの所持等を禁止する
とともに、自己の性的好奇心を満たす目的で
の児童ポルノの所持等を処罰する罰則を新設
します。
難民保護の拡大に向けた施策の推進
●難民の受け入れについて、難民条約の趣旨
に基づき適切に審査を実施し、その拡大を目
指します。併せて、第三国定住制度を着実に
実施していきます。また、日本の在外公館に
難民申請を希望する者が逃げ込んで来た場
合、人道的な立場から一時的に保護する体制
を整備します。
新たな在留管理制度の円滑な実施
●多文化共生社会の構築に向け、改正入管法

（出入国管理及び難民認定法）等の円滑な実施
を図ります。また、わが国における外国人の
生活の安定を図る観点から、在留管理の在り
方についてさらに必要な検討を行います。

「個人通報制度」の創設
●国際人権（自由権）規約で保障された権利を
侵害され、国内の手続きでその救済がなされ
なかった際に、侵害された個人が、国連の自由
権規約委員会に通報し、国に対して勧告を求
めることができる「個人通報制度」を定めた国
際人権規約の第一選択議定書の批准を目指し
ます。
選択的夫婦別姓制度の導入
●夫婦の姓（氏）について、同姓または別姓の
選択を認める選択的夫婦別姓制度の導入を実
現します。
離婚後300日問題解決への取り組み
●母の離婚後300日以内に出生した子で、民
法772条の規定により、出生届が出せず、結果
的に子の戸籍が作成されない事態の解決へ向
けた施策を推進します。
性的マイノリティの人々の人権を擁護
●性的マイノリティの人々への偏見や差別を
なくし、理解を深めるため、人権相談体制の強
化や多方面にわたる啓発等に努めます。
性的マイノリティの人々が暮らしやすい社会

を実現するために、必要な施策を検討し、環境
整備を図ります。
人権擁護へ、「人権侵害救済法」を制定
●人権侵害による被害を適正かつ迅速に救済
するとともにその実効的な予防を図るため、
新たな人権救済制度の創設などを含む「人権
侵害救済法」（仮称）を制定し、人権擁護施策を
総合的に推進することにより人権尊重社会の
実現を目指します。
犯罪被害者施策の推進
●刑事裁判における被害者参加制度や被害者
国選弁護制度、損害賠償命令制度などを確実
に実施しつつ、犯罪被害者等の権利確立へ向
けた施策をさらに推進します。
公訴時効制度の見直し
●凶悪重大事件等の公訴時効制度の在り方に
ついては、被害者遺族等の声を十分踏まえつ
つ、その時効を廃止、延長、あるいは停止する
などの検討を行います。
異状死死因究明制度の確立
●異状死死因究明制度の確立に向けて、「死因
究明推進基本法」（仮称）を制定し、人材の育成
や施設を含む体制の整備を図ります。

国民に身近で 
頼りがいのある司法の実現
法曹養成制度の強化・充実
●法科大学院を中核とする「プロセス」として
の法曹養成制度の理念を損なうことなく、法
科大学院における教育の質の向上を図り、社
会の多様なニーズに応えうる人材を育成し
ます。そして、法科大学院修了者がさまざま
な分野で活躍できるよう職域の拡大を図り
ます。
裁判員制度の円滑実施のための環境整備
●裁判員制度が円滑・適正に実施され国民の
間に定着していくよう、引き続き広報宣伝活
動を実施します。併せて、学校における法教
育の普及・発展を図ります。また国民がより
参加しやすい制度にするため、育児・介護・就
労および障がい者への配慮等の環境整備を行

います。裁判員選任手続きにおける性犯罪被
害者等の安全確保とプライバシー保護を図り
ます。
国民に開かれた行政訴訟制度の創設
●誰もが行政の不正をただせるよう、行政訴
訟の体制整備を含めたさらなる改革を推進
し、より国民に開かれた行政訴訟制度を創設
します。
弁護士がゼロあるいは１人しかいない
地域の解消
●法テラスの司法過疎対策によるアクセス・
ポイントの設置等を推進し、弁護士がゼロあ
るいは１人しかいない「ゼロワン地域」を解消
します。そのための財政支援も拡充します。

※弁護士「ゼロワン地域」：地方家庭裁判所支部管
轄区域を単位として、登録弁護士が全くいないか、
１人しかいない地域

スタッフ弁護士の大幅増員
●法テラスのスタッフ弁護士を大幅に増員す
るとともに、訪問・出張相談等を実施し、高齢
者や障がい者などの司法アクセス困難者のた
めの相談体制を整備します。併せて、若者や
外国人向けの法律相談等のサービスを充実さ
せます。また、対象が拡大した被疑者国選弁
護制度に対応できる体制の整備を図ります。
民事法律扶助の充実
●経済的に余裕がない場合でも、適切に法的
サービスが受けられる民事法律扶助をさらに
充実させます。
再犯防止に向けた取り組みの推進
●性犯罪者処遇プログラムやアニマルセラ
ピーなど受刑者への改善指導の強化や保護観
察官の増員、保護司実費弁償金の増額および
更生保護施設の充実により、出所者や保護観
察対象者の社会復帰のための就労支援や居住
支援など再犯防止に向けた取り組みを推進し
ます。
登記事項証明書の手数料の引き下げ
●登記事項証明書の交付請求にかかる手数料
を引き下げます。

未来の人類のために 
持続可能な社会を構築

地球温暖化の被害回避へ 
気温上昇を２℃以内に抑制
すべての主要排出国が参加する 
次期枠組みを構築
●工業化以前の水準からの世界全体の平均気
温の上昇幅が２℃を超えないようにするた
め、世界の温室効果ガス排出量を2050年ま
でに少なくとも50％削減するとの目標を世
界全体で合意できるよう、わが国が全力を挙
げます。
●米国、中国、インドなどすべての主要排出国
が責任ある形で参加する、実効性ある次期枠
組みの構築について国際合意を果たすため、
わが国がリーダーシップを発揮します。
●途上国の地球温暖化対策の資金とするた
め、国際社会が連携した「地球環境税」（仮称）
の創設を検討します。
●アジアにおける低炭素型・低公害型の経済
活動の普及等を目指し、環境汚染対策と温暖
化対策を同時に実現するコベネフィット・ア
プローチを推進するなど、「クリーンアジア・
イニシアティブ」を具体化します。
●地球温暖化による被害に対応するため、ア
ジア・太平洋における大規模自然災害リスク
保険制度の創設を検討します。その際、わが
国は、金融工学や衛星情報などの面で積極的
に協力します。

世界最先端の低炭素社会づくり
で内需拡大、競争力強化

「緑の経済と社会の変革」を具体化
●わが国が世界最高水準の技術を持つ環境
分野への戦略的な投資を、経済成長や雇用創
出につなげていく「緑の経済と社会の変革」

（2009年４月20日 斉藤環境相発表）の具体
化を推進します。
温室効果ガス削減の野心的な国家目標を設定
●京都議定書約束期間（2008〜2012年）の目
標（温室効果ガス1990年比６％削減）を確実
に達成します。さらに2020年に1990年比
25％削減、 2050年に同80％削減を目指し、
世界最先端の低炭素社会を構築します。

※麻生太郎首相は2009年６月、2013年以降の地
球温暖化対策の国際的枠組みに関連して、我が国
は2020年に2005年比15％（1990年比８％）削減
すると表明した。これは「本格的な国際交渉に向
けた第一歩」（麻生首相）であり、我が国の公式な中
期目標は、今後、国際交渉による合意に基づき、国
会の承認も経て、決定される

「低炭素社会づくり推進基本法」を制定
●低炭素社会づくりの基本理念を明らかにす
るとともに、関連施策を長期的、総合的、計画
的に推進するための「低炭素社会づくり推進
基本法」を制定します。
低炭素化のエンジンをビルトインー

国内排出量取引制度等を本格実施
●2013年以降の地球温暖化対策の国際的
枠組みに備え、公明党は今後４年間（2009～
2012年）を「低炭素社会・基盤確立期間」と捉
え、取り組みを強化します。
●現在、試行中の「排出量取引の国内統合市
場」を遅くとも2013年までに本格的実施に
移行させ、大規模排出者を対象とするキャッ
プ＆トレード型の国内排出量取引制度と、中
小事業所等での削減を進める国内クレジット
制度を組み合わせ、排出削減を進めます。
●低炭素化を促進する観点から、税制全体の
グリーン化（環境への負荷の低減に資するた
めの見直し）を推進します。また、税制抜本改
革に向けて、炭素税の導入を検討します。
エコポイント制度を定着
●「グリーン家電エコポイント事業」の成果を
活かし、同事業以外のエコ商品・エコ行動も幅
広く対象としてエコポイントを発行する「エ
コアクションポイントモデル事業」について
も、本格的に全国展開し、自立的ビジネスとし
て定着させます。また、地域版のエコポイン
ト制度の支援も行います。
●商品の製造から廃棄に至るまでのＣＯ２排
出量をラベル表示するカーボン・フットプリ
ント制度の導入を加速します。
●有価証券報告書における温室効果ガス排出
量等の情報開示を進めます。
2020年に再生可能エネルギーを
20％以上にー

電力の固定価格買取制度を拡充
●わが国のＣＯ２排出の約３割を占める電気
事業において、ＣＯ２排出の多い老朽化施設を
ＣＯ２排出の少ない最先端施設に切り替える
ことを促進します。また、2050年の長期目標
を目指して、電源構成の在り方の検討を進め
ます。
●太陽光、風力、バイオマス、地中熱、小水力
等の再生可能エネルギーを2020年に最終エ
ネルギー消費の20％以上へ引き上げます。
その実現のため、低所得者層に配慮した料金
システムを検討しつつ電力の固定価格買取
制度を拡充するとともに、新エネルギー等電
気利用法（ＲＰＳ法）の導入義務量を引き上
げます。
●国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）
を通じて、新興国、途上国とともに再生可能エ
ネルギーの研究開発、技術移転等に取り組み
ます。

2020年に太陽光発電を20倍に
●太陽光発電世界一の座奪還を目指し、太陽
光発電導入量を2020年までに20倍に引き上
げます。それに向けて補助金、優遇税制、電力
買取制度、公的導入等で需要を拡大し、製品
価格を半減することを目指します。特に「ス
クール・ニューディール」構想に基づき、環境
教育の視点から、公立をはじめとする学校施
設に３年間集中的に太陽光発電システムを設
置します。
●バイオマス活用推進基本法に基づき、木質、
下水汚泥などのバイオマス資源の先進的な活
用を進めます。
省エネ・新エネ技術の開発・普及を促進
●太陽光発電、次世代自動車、燃料電池、ヒー
トポンプなど、わが国が世界トップ水準にあ
る環境・エネルギー技術について、導入を後押
ししつつ、研究開発を促進します。

※ヒートポンプ：熱を移動させる省エネ装置で、有名
なものにエコキュート（家庭用給湯器）などがある

●ＥＳＣＯ事業の活用など、中小・小規模企業
の省エネに対する支援を強化します。

※ＥＳＣＯ事業：省エネルギー改善に必要な、技
術・設備・人材・資金などを包括的に提供する事業。
省エネルギーで実現する経費節減分で、省エネ投
資を賄う点が最大の特徴

低炭素の交通・住宅・地域を推進
●電気自動車、ハイブリッド車など、ＣＯ２排
出量の少ないエコカーの普及を加速するた
め、減税、補助金、公的導入で支援し、エコカー
新車販売を2020年に新車販売の70％へ引き
上げることを目指します。
●ＣＮＧ自動車（天然ガス自動車）や電気自動
車などに燃料等を供給するステーションの設
置など、エコカーのためのインフラを整備し
ます。
●住宅・建築物の省エネ化を進めるため、補助
金、税制、低利融資などで支援するとともに、
断熱基準の義務化など建築基準法の改正を検
討します。
●７月７日のクールアース・デーを定着させ、
地球温暖化防止への意識啓発を図るととも
に、国境を越えて共感が広がる日とします。

地球の恵みを守る 
「自然共生社会」を構築
人類の基盤である生物多様性を保全
●生物多様性基本法に則り、人類の存続の基
盤である生物多様性を保全し、持続可能な利
用や関係のビジネスを促進します。

※生物多様性：生態系、種、遺伝子の多様性を指す

●生物多様性条約第10回締約国会議（ＣＯＰ 
10）の2010年名古屋開催を契機として、森
林、湿地、サンゴ礁等の生態系保全など、国際
的取り組みを推進します。
●わが国の生物多様性保全の屋台骨として国

４ 緑の産業革命3 人を育
は ぐ く

む政治
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立・国定公園の保全と適正な利用を推進する
とともに、地域との協働を進めます。
●絶滅危惧（ぐ）種の保存、野生動植物の保護
を進めるとともに、野生鳥獣などによる暮ら
しと生態系への被害対策を推進します。
●自然再生事業を推進するとともに、分断さ
れた生物種の生息・生育空間を相互に連結し、
劣化した生態系の回復を図るエコロジカル・
ネットワーク（生態系ネットワーク）の形成を
進めます。
●緑の減少を食い止めるため、公共事業に
ノー・ネット・ロス（自然環境をこれ以上減ら
さない）の原則を活かすとともに、「ナショナ
ルトラスト活動支援法」（仮称）の制定を検討
します。

※ナショナルトラスト：広く募金を集め、自然環境
などを取得、保存、公開する環境保護活動

●動物看護師を資格化するとともに、動物愛
護推進委員の増員を図り、地域における動物
の愛護と適正な飼養を推進します。
多面的機能を持つ森林を整備・保全
●森林の違法伐採等を防ぐため、適正に管理
された森林から産出した木材に認証マークを
付ける森林認証制度を国内外で拡大し、認証
材の使用を促します。
●国内クレジット制度と連動し、森林整備を
支援するカーボン・オフセット（ＣＯ２排出の
埋め合わせ）を推進します。
●膨大なＣＯ２を排出している森林火災を防
止するために、衛星情報の活用を含む、アジ
ア・大洋州における防止体制や支援枠組みの
導入を推進します。
美しい水の回復へ「水循環基本法」を制定
●「水循環基本法」（仮称）を制定し、水行政の
一元化を進めるとともに、水質の向上、生物多
様性の保全、親水環境の整備などを図ります。
●水不足解決へ、国内外でわが国の水ビジネ
スを支援します。
●温泉の利用を促進するとともに、温泉を保
全するための影響評価手法や指針を策定し
ます。また、温泉由来のホウ素、フッ素等の
水質汚濁防止法の措置の特例を検討します。
●有明海再生について、干拓堤防の長期開門
に向けた環境アセスメントを適正に実施し
ます。
国内全世帯の水洗化を実現
●下水道整備事業の在り方を見直して合併処
理浄化槽を普及させ、国内全世帯の水洗化を
目指します。そのため浄化槽整備事業の助成
率を継続的に３分の１から２分の１に引き上
げ、対象となる浄化槽を大幅に拡大します。
さらに下水道敷設地域での接続義務につい
て、一定基準以上の合併浄化槽既設置者に対
して柔軟な対応を実施します。
●既設の単独処理浄化槽から合併処理浄化槽
への転換を促進するため、撤去費用の助成対

象となる単独浄化槽の使用年限撤廃、助成対
象地域の拡大、排水設備設置費用の助成対象
化を目指します。

循環型社会づくりを一段と推進
３Ｒを促進し、 
産業廃棄物、家庭ごみを徹底減量
●廃棄物の発生抑制、再使用を重視しつつ、３ 
R（発生抑制＝リデュース、再使用＝リユー
ス、再生利用＝リサイクル）を促進します。特
に、環境に配慮した製品設計の普及などで、事
業所、家庭のごみを徹底的に減量します。
●製品のライフサイクルコストの「見える」化
を推進します。
●携帯電話など使用済みの小型家電、使用済
みの自動車などに含まれる希少金属（レアメ
タル）や希土類（レアアース）、重金属の回収・
再資源化を推進します。
●廃棄物の不適正処理・不法投棄対策の強化
について、法改正を含め、検討します。
●海岸漂着物処理推進法に基づき、漂着ごみ
等の円滑な処理とその発生抑制を図るため、
海岸管理者等をはじめとする関係者の責任を
明らかにし、多様な主体との役割分担と連携
を強化するとともに、必要な財政上の支援措
置を講じます。
●イベントで消費される資源（電気、紙、水等）
を節約し、廃棄物の発生を極力抑制します。
アジア各国の循環型社会づくりに貢献
●わが国の技術・規制・人材をパッケージにし
てアジア各国の環境対策を支援し、アジアに
おける循環型社会の構築に貢献します。
●海外の技術水準では適切に再資源化できな
い廃棄物（レアメタルなど）をわが国に受け入
れ、処理する体制づくりを進めます。
●国内外のバーゼル条約の執行体制を強化す
るとともに、有害廃棄物等の不法・不適正な輸
出入の根絶を目指します。
●ＥＰＡ（経済連携協定）やＦＴＡ（自由貿易
協定）の締結において、環境配慮条項の盛り込
みを推進します。

安心して暮らせる環境を確保
化学物質から健康を守る体制を強化
●化学物質関係の諸法律を総合的に位置付け
る「化学物質基本法」（仮称）を制定します。
●特に化学物質に感受性の強い子どものため
に健康影響を解明するとともに、「子ども環境
保健推進法」（仮称）を制定します。化学物質
に関する子ども環境保健ガイドラインの策定
を進めます。
●水俣病被害者救済法に基づき、水俣病被害
者の幅広い救済と解決を図ります。
●石綿健康被害者に対して隙間のない救済を
実施するとともに、今後の被害を未然に防ぐ
ための対応を急ぎ、アスベスト対策基本法の
制定を検討します。
●アジア諸国における「石綿利用安全条約」の
批准を推進します。
●ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動や、ＣＳＲ
活動の情報開示を進めます。
光化学オキシダントの広域化など 
新たな課題に対応
●近年広域化がみられる光化学オキシダント
や、健康影響が指摘される微小粒子状物質(Ｐ
Ｍ2.5)などの新たな課題に対し、取り組みを
強化します。
●黄砂など越境物質による大気汚染を防止す
る国際枠組みづくりを検討します。
学校ビオトープなどで環境教育を充実
●環境保全活動・環境教育推進法を改正し、

「持続可能な開発のための教育」の理念を踏ま
えた環境教育の充実を期します。その中で、
学校、ＮＰＯ、企業、行政をつなげて「持続可能
な開発のための教育」の事業を促進していく
コーディネーターの養成を進めます。
●自然と親しみながら環境の大切さを学ぶ
ことで、情緒豊かな人づくりを進めます。そ
のため、小中学校に教科としての「環境科」の
新設を検討します。また、「スクール・ニュー
ディール」構想に基づき、太陽光パネル設置を
はじめとしたエコ改修、学校ビオトープ（野生
動植物が生息する空間）設置を進め、学校施設
を環境教育の教材として活用します。

景気対策と成長戦略

経済危機を克服し、 
成長を可能にする未来投資

「未来予想図」の構築へ向けた賢明な投資
昨年末より続いた世界的な経済危機と戦後最
大の不況は、同時に、世界的な構造転換の大潮
流が起こりつつあることを意味します。わが
国がこのような難局を乗り越え、世界に先駆
けて確固たる成長力を生み出すためには、短
期的には緊急的な措置を大胆に展開し、中長
期的には目指すべき「未来予想図」を明確に
描き「賢明な投資」を進めていくことが重要
です。
直面する経済危機への対応
経済の「底割れ」のリスクが急速に高まりつつ
ある中、わが国は、75兆円に及ぶ経済対策や

「経済危機対策」など大胆な政策展開により危
機的状況からの脱却を目指しています。危機
から脱却し成長への加速度を増すためには、
まず一層の金融仲介機能の円滑化による企業
の資金繰り対策の充実など金融面でのさらな
る対策強化が重要です。緊急保証制度等の十
分な枠の確保や危機対応業務の機動的な対
応、企業再生ファンドの拡充など、景気を安
定軌道に乗せるための施策の充実に取り組
みます。
持続的な成長を可能にする 
経済産業構造へ転換
一方で、現下の経済状況の悪化・地球温暖化・
人口減少など、日本が直面する構造的課題の
解決を図るために、中長期的な視点に立ち健
全な経済システムの維持発展の確保が必要で
す。そのために、新技術・新分野に対する集中
的な投資を行い、「地域中小企業の活性化」「世
界とともに成長する新たな経済成長メカニズ
ムの構築」「低炭素社会の実現」など、新たな経
済産業構造への転換を図りつつ、国民生活の
安心確保や質の向上に資する経済成長を進め
ます。
新たな経済産業構造への転換へ向けた集中的
な投資とともに、経済成長に資する税体系の
見直しも重要です。税制の抜本改革にあたっ
ては、法人税の在り方について、課税ベースを
拡大しつつ、実効税率の引き下げを図ります。
さらに、経済産業構造の転換には民間事業
者の活力を最大限に活かすとともに、行政
による介入の最小化が求められることか
ら、現行の事業規制について大胆な見直し
を行います。

新たな経済成長メカニズムを構築
人口減少社会で持続可能な経済成長
●新経済成長戦略に基づき、国を挙げて経済
成長政策を強力に実行し、人口減少社会に
あっても民需主導の持続的な経済成長を実現
し、実質ＧＤＰ成長率年2.2％、実質ＧＮＩ成
長率年2.4％以上を目指します。
成長を加速、イノベーションを創出
●新たな成長への道を切り拓くイノベーショ
ンの創出を促進するため、産学官の連携強化
による研究開発投資、人材育成、民間投資等を
加速させます。
●研究開発の成果を国民生活の向上に直結さ
せる革新的技術特区の整備などで、技術の実
用化を促進します。
●サービス産業部門を中心に生産性向上のた
めのモデル指標の構築を図るとともに、官民
による集中投資を促進します。
●医療・介護部門などへのイノベーション波
及を進め産業育成を図ります。
●民間事業活動のさらなる活性化のため、現
行の事業規制を抜本的に見直し、公正・公平な
事業環境の整備に取り組みます。
暮らしの利便性を高める新産業を創出
●エコカー・エコ家電・太陽電池の「エコ３本
柱」で、環境と調和した経済の発展を実現しま
す。併せて価格の低減を図ります。
●低炭素社会の実現や安全安心社会の構築な
どの社会ニーズを踏まえ、ロボット・燃料電
池・次世代環境航空機・宇宙利用に取り組むと
ともに、最先端医療・ナノ技術の開発など人々
の暮らしの利便性を向上させる新技術の創出
に集中投資し、国内普及を加速化します。
●新エネルギーの普及促進にはエネルギーの
需給バランスを持続させることが重要です。
そのため最適な電力供給体制を構築する賢い
次世代送電システムである「スマートグリッ
ド」の普及に取り組みます。

※スマートグリッド：通信・制御システムも組み込
まれた、次世代電力インフラ。発電施設、工場、ビ
ル、家庭などの施設を結び、電力を効率的に安定供
給する

スクール･ニューディールの推進
●公明党が主導した「スクール・ニューディー
ル構想」の推進を図り、太陽光パネルの設置
をはじめとしたエコ改修や耐震化、ＩＣＴ環
境の整備等、学校施設の整備を一体的に実施
します。中でも、太陽光パネルの設置は、全国
３万6,000校の公立の小・中・高等学校に今後
３年間かけて集中的に設置します。
通商政策を強化、アジアをはじめ 
世界の活力とともに成長する日本
●通商政策を抜本的に強化し、新幹線や原子
力発電などわが国が世界に誇る技術力を活か
して海外諸国の成長や生活の豊かさに貢献し

つつ、特にアジア地域における内需拡大を総
合的かつ集中的に推進する「アジア版ニュー
ディール」に取り組みます。また、わが国に
とって必要な資源などを確保するため、首脳・
閣僚クラスによるトップ外交やＯＤＡの活用
などを戦略的に推進します。
●経済危機に対する耐性強化と安定的経済成
長の持続を目的に、ＥＲＩＡ（東アジア・アセ
アン経済研究センター）を活用するなど、21
世紀の成長センターであるアジア全体の経済
成長を目指し、東アジアの市場統合を実現し
ます。
●高成長を果たす新興国など世界とともに成
長する日本を目指し、環境・エネルギー等の分
野における共同プロジェクトの推進など共通
の産業基盤整備を進め、成長の好循環を促す
取り組みを抜本的に強化します。
●停滞する世界経済の活性化と国内政策の整
合性を図りつつ、わが国の成長に資するＷＴ
Ｏ（世界貿易機関）交渉の早期再開、妥結に取
り組みます。また、必要に応じ弾力的なセー
フガード発動の体制整備を行いつつ、新興国・
資源国（アジア・中東諸国・アフリカ諸国・オー
ストラリアなど）とのＥＰＡ（経済連携協定）
やＦＴＡ（自由貿易協定）を積極的に推進し、
世界の経済安定に貢献します。
●省エネ・新エネ技術や原子力等の環境技術
の高度化などにつき、アジア等海外展開を支
援し世界の環境改善に積極的に貢献するとと
もに、わが国の環境ビジネスの発展を目指し
ます。
●排出削減と経済成長を両立しようとする開
発途上国を支援する環境プログラムの無償提
供の拡大に取り組みます。
●わが国の知恵と技術を損ない消費者の安
全安心を脅かす模倣品（自動車ブレーキな
ど）が世界に拡散することを防ぐ、模倣品・海
賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ）の交渉妥結を
目指します。

地域経済・中小企業の活性化
中小企業予算の倍増と、経営力の強化
●中小・小規模（零細）企業支援を一層推進す
るため財政面･税制面･制度面を含めた施策
を強力に推進するとともに、所要の関連予算
の倍増に努めます。併せて、各都道府県にお
ける中小企業対策費の適正な予算措置の確保
に取り組みます。
●中小・小規模企業の経営力を向上させ、地
域・中小企業を支える商工会および商工会議
所の組織機能を強化し、限界集落や過疎地域
を含めた地域の機能を維持・振興するために、
各地方自治体における中小企業対策費の適正
規模の確保を図り、各中小企業団体の安定的
運営と中小企業経営指導員の待遇改善を実現
します。

４ 緑の産業革命
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●創業・経営革新・事業承継などに関するファ
ンドの強化をはじめ、各種相談窓口の強化な
ど総合的な支援を進め、地域の小規模企業の
経営力の強化を図ります。
●金融支援・税制支援・経営支援など、中小企
業への支援策にかかる行政書類の半減を目指
します。
●個人事業主の将来の安心を確保するため、
小規模企業共済（個人事業主向けの退職金制
度）の加入対象者を３名に拡大します（現在経
営者１名のみ⇒配偶者や後継者等の共同経営
者を含む３名まで拡大）。
中小企業の資金繰り対策と貸し渋り防止
●中小企業への貸し渋りの監視など民間金融
機関による資金供給の円滑化を図るととも
に、経営計画や経営者、企業の組織などを総合
的に検討して融資する「リレーションシップ
バンキング」の一層の取り組みを進めます。
●緊急保証制度・セーフティネット貸付制度
の十分な枠の確保を図り、中小企業の立場に
立った運用のため、無担保保証枠の拡大や、既
往債務の条件変更など、資金繰りの柔軟かつ
積極的な対応を図ります。
●日本政策金融公庫による、雇用調整助成金
の支給までの間の「つなぎ融資」の積極活用を
図ります。
●新会計基準対応（資産除去債務）における中
小企業への負担軽減措置を図ります。
●景気後退や金融不安により、民間金融機関
による中小企業への融資姿勢が慎重になる
中、2007年10月に導入された責任共有制度
の効果と影響について検証し、必要に応じて
その在り方を改善します。
金融仲介機能が発揮できる 
金融行政の強化
●中小企業等への円滑な資金供給など金融仲
介機能が正常に機能するよう検査・監督を強
化するとともに、自己資本比率の低下等によ
り金融機関の与信能力が低下することを防止
するため金融機能強化法の積極的な活用等を
進めます。
中堅企業・大企業支援
●地域経済の下支えのため、地域力再生機構

（企業再生機構）の早期設置を図り、地域企業
の再生の円滑化を進めます。
●日本政策金融公庫、商工組合中央金庫の危
機対応業務による機動的な対応により、中
堅・大企業の資金繰りについても円滑化を図
ります。
●商工中金に企業再生ファンドへの出資枠を
創設し出資損を政府が補てんするなど中堅企
業再生を支援するとともに、中小企業整備基
盤機構から中堅企業の再生ファンド向け出資
ができるように、中小企業基本法による「中小
企業」の定義を拡大します。

全国で新たな事業活動を促進
●産業活力再生支援や企業立地促進などで地
域の雇用を確保し、活性化を進めます。また、
産業集積形成支援などで中小企業の研究開発
支援などを推進します。
●マンガ、ゲーム、アニメ、映画、デザイン・
ファッションなど、価値を生産するコンテン
ツ（クリエイティプ）産業を日本経済の一翼を
担う産業として位置付け、抜本的な支援強化
に取り組みます。
▪著作権取引支援システムの構築
▪プロデュース人材の育成や事業化支援
▪コンテンツ技術開発の促進
▪ファイナンスや販路開拓等海外展開支援
▪国際共同製作案件への支援
▪コンテンツ取引市場作り支援
▪人材流出防止や海賊版防止
●ゲーム・ソフトウエアなどさまざまな知
的資産によって、国外への情報発信を応援
します。
●中小企業と農林漁業者との連携（農商工連
携500件）や、地域の技術・農林水産品・観光資
源などの地域資源を活用した新事業の創出

（地域資源活用プログラム1,000件）、異分野
の中小企業同士が連携して創出する新事業

（新連携1,000件）など、新しい成長をもたら
す取り組みを積極的に支援します。
●農商工連携や地域資源を活用した新商品の
開発・販売促進への支援（百貨店における地域
産品の販売スペースの設置、海外見本市にお
ける出店・商談会開催など）を推進します。ま
た、農商工連携における林業分野の連携（国内
材の活用と地域活性化）を強化します。
●ものづくり中小企業の人事や技術の基盤の
強化を図ります。（金型等の基盤技術の研究
開発支援、試作品の開発支援、企業ＯＢの中小
企業への就職マッチング支援、研修事業等）
●中小企業向けの安価な財務会計ソフトウエ
アサービスや、「ｅ物産市」の創設など、ＩＣＴ
による地域・中小企業の活性化を図るため、Ｉ
ＣＴ利活用支援やＩＣＴユーザーとＩＣＴベ
ンダ間の連携支援などで地域サービスや各種
産業間のネットワーク化を支援します。ま
た、ＩＣＴを活用した新たなビジネスモデル
の展開を支援します。
●中小・小規模企業にとって操業しやすい、家
賃方式、安価、短期間契約の「まち工場団地」を
再整備します。
●植物工場の普及拡大を目指し、省コスト化
に向けた実証研究などの導入促進を図るた
め、蛍光灯をＬＥＤ照明に切り替える際の導
入補助や、独自の表示制度など関係法制を整
備します。
●エンジェル税制の活用やベンチャーファン
ドの拡充など、ベンチャー企業に対する資金
調達や経営支援の強化を図ります。

地域における社会的活動の支援
●少子高齢化、医療、環境問題など社会的課題
をボランティアではなくビジネスで解決する
活動（社会的企業）は、雇用機会の提供、地域の
活性化、新たな働き方の提示等の大きな潜在
力を持つ今後育成されるべき分野と位置付
け、以下の取り組みを推進します。
▪社会的企業の認知度を高めるためのキャ

ンペーン活動の展開など、社会的企業の普
及、啓発の推進

▪収益性が高くない活動を支えるための、金
融機関からの資金調達の円滑化

▪大学等に専門的な教育プログラムを構築す
ることを促すなど、社会的企業を担う人材
を育成

▪社会的企業の多くを占めるＮＰＯ法人によ
る中小企業施策の活用拡大

▪資金調達等を容易にするなど、国や地方自
治体による社会的企業の信用力補完制度
の創設

中小企業の各種相談の充実と事業再生
●地域力連携拠点など中小・小規模企業に対
するきめ細かな支援を行う一本化された相談
窓口として、融資相談･経営相談･販路開拓・
再生支援など相談内容ごとに複雑化した経営
課題解決に向け、一層充実したワンストップ
サービスの提供を図ります。
●事業承継にかかるワンストップサービスを
提供する「事業承継支援センター」による使い
勝手の良い事業承継制度の運営を図ります。
●中小企業再生支援協議会の機能を強化する
とともに、改正産業活力再生特別措置法の活
用等により地域経済を支える中小企業の事業
再生支援を強化します。
●中小企業の事業再生のために必要な資金を
供給する環境を整備するとともに、再チャレ
ンジに関して気軽に利用できる相談窓口の拡
充を図ります。
●下請中小企業の相談体制の拡充や、下請代
金支払遅延防止法の運用強化などの下請取引
の一層の適正化により、下請中小企業支援を
総合的に実施し企業規模別や業種別の格差是
正を図ります。
●起業のためのすべての諸手続きをインター
ネットでできる「ワンストップ・サービス」を
実現し、開業率が廃業率を上回る「再チャレン
ジ社会」を実現します。
地域コミュニティーを担う商店街を応援
●地域コミュニティーの再生や地域経済の振
興を図るため、中小小売商業振興法や地域商
店街活性化法、中心市街地活性化法などの関
係法制を抜本的に見直し、ソフト・ハード両面
にわたる商店街ならびに中小小売商業者への
総合的な支援の拡充を図ります。
●地域コミュニティーを担う中核的存在であ
る商店街支援のため、低炭素社会や安心・安

全、少子高齢化などの地域社会の課題に対応
する商店街の取り組みを支援する中小商業再
生事業予算の確保と増額を図ります。
●空き店舗対策などの商店街整備事業に取
り組む商店街振興組合等に土地を譲渡した
場合における特別控除の適用要件の緩和を
図ります。
●空き店舗を活用した地域物産展開催、子育
て支援施設の設置など地域住民の役に立つ
取り組み支援など、商店街を地域コミュニ
ティーの顔として住民が憩える場所に活性化
します。
●全国商店街支援センターの活用により、商
店街活性化のための人材育成、ノウハウ提供
の推進を図ります。
●各種条例の制定などにより、スーパー・百貨
店・量販店など進出した大型小売店の地域商
店街活動への参加を促します。
新現役人材の支援と若手技術者への継承
●高い能力と経験を持つベテラン人材が第
一線を退いた後（新現役人材）もその力を活
かして企業や教育の現場で活躍し続けられ
るよう、人材の発掘やマッチングを行う地域
拠点を拡充します。また、新現役人材データ
ベースの登録数3万人を目指すとともに、企
業ニーズの掘り起こしと新現役人材とのマッ
チング事業を積極的に支援します。（2009年
６月現在登録数：9,274人）
●中小企業のベテランの技能・技術を若手技
術者が継承しやすくするため、産学連携製造
中核人材育成事業により大学・高専等の教育
機関で100講座を開設し若手人材を育成し
ます。
●地域コミュニティーを活用して団塊の世代
が新たに活躍できる場を提供するなど、各地
域の経済発展と安定的雇用を確保するため、
適切なワーク・ライフ・バランスを図り、各種
人材の育成と活用に視点を置いた取り組みを
行います。
●英国で導入されている「ギャップイヤー」制
度を日本でも導入し、大学合格後1～2年間、
中小企業やボランティアを経験できるように
するとともに、新卒一括採用方式の見直しを
進め、多様な職業選択が可能な社会を構築し
ます。
●職人見習期間の賃金支払への助成制度創設
や、職業学校授業料の減免など伝統工芸品の
後継者育成策を充実します。
●経験・資金不足のために優れたアイデアを
活かしきれない学生起業家を相談支援、資金
援助の充実でバックアップします。
経済基盤強化へ、中小企業の知財活性化策
●研究力・開発力・信用力の向上など中小企業
の経営基盤の強化に資する知的財産の活用を
促進するため、法整備や税制措置など戦略的
なインフラ整備を行い、創造・活用・保護など

知的財産活用促進のための総合的支援を強化
します。
●経営基盤の弱い事業者による知的財産の創
造のため総合的な支援策を講じるとともに、
技術およびビジネスモデル等における知的財
産権の獲得と確保に向けた軽減措置に取り組
みます。
●知的財産権の発掘・強化・拡大に向けた産学
連携モデル事業の推進を図るとともに、共同
研究の成果を迅速に事業化に結びつける仕組
みを整備します。
中小運送業などへ、原油高対策支援
●中小トラック運送業における下請け･荷主
適正取引推進や、燃料サーチャージ制の普及
･徹底のため、経団連をはじめ荷主団体等への
強力な協力要請を進めます。
●原油高騰で深刻な打撃を受ける中小運送業
者支援として、セーフティネット保証料の一
部補助や、省エネ型事業を実証する中小･小
規模企業へ燃料費高騰分の一部を補てんする
事業の実現を目指します。
下請け・官公需対策
●下請代金支払遅延等防止法の改正ならびに
執行強化、下請適正取引推進ガイドラインの
活用、下請企業の相談受付体制の充実など、下
請企業に過度な負担となっている取引慣行を
是正します。
●地域建設業に対する総合評価制度を異業種
にも適用できる制度を創設し、国や自治体の
調達における、地域中小企業の受注機会の拡
大を図ります。
国民目線での独占禁止法等の適切な運用
●不当廉売や優越的地位の乱用などに対する
課徴金や罰則の強化を受け、国民目線での運
用を図るためのガイドラインを策定します。
また、将来的には公平かつ公正で、健全な企業
活動を確保するための透明性の高い審判制度
の構築を図ります。
●新たな商取引の在り方に見合う独占禁止
法・下請法等の適切な運用のため、マンパワー
の確保に努めます。

低炭素社会の構築へ向けた 
新エネルギー戦略
新たなエネルギー戦略を構築
●原油高騰など国民生活を圧迫するリスクを
回避し、エネルギーの安定供給に向け、エネル
ギー自給率目標の設定など新たな中長期の目
標を含めたエネルギー戦略を構築します。
資源外交の推進と資源市場の安定化を
●石油・天然ガスに加えレアメタルなどの各
種資源を含めた広範な産出国と消費国間の対
話の一層の推進や、商品取引市場の透明性の
確保など原油等資源市場の安定化への取り組
みで、価格の安定化を図ります。

「資源大国」を目指した取り組み
●わが国近海に存在するメタンハイドレー
ト、海底熱水鉱床の実用化に向けた取り組み
を進め、わが国の資源・エネルギーの海外依存
度の引き下げを実現します。
●都市鉱山開発、国際的な資源獲得戦略、水処
理技術の国際展開の強化などによる「資源大
国」の実現を目指します。
●森林や下水汚泥などバイオマスの活用によ
るエネルギー利用や、海洋資源、海中資源の抽
出等によるレアメタル等の獲得施策を推進
し、ニュービジネスの展開を図ります。
厳格な原子力発電運用で 
住民理解と安全を確保
●エネルギー安定供給と地球温暖化対策の推
進のため、原子力発電の安全性を確保しつつ
稼働率を上げるなど適正に推進します。
●原子力発電所の安全審査を厳格に行うと
ともに、新耐震指針を踏まえた耐震バック
チェックの厳格運用など安全性を向上させる
ための新検査制度を導入し、地域住民の理解
と安全を確保します。
●原子力発電の一層の安全性の強化を図るた
め、事故情報の迅速な開示など事業者の体質
改善を一層促進します。
●世界でトップレベルにあるわが国の原子力
安全技術を展開することを通じて、原子力の
平和利用や安全ネットワークの構築にリー
ダーシップを発揮します。

４ 緑の産業革命
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ＩＣＴ（情報通信技術）に
よる経済の底力発揮

ＩＣＴ産業のグローバル化の推進
●ワイヤレス、デジタル放送、次世代ＩＰネッ
トワークなど、わが国が強みを発揮しうるＩ
ＣＴ産業分野について、特にアジア地域に重
点をおいたグローバル展開を積極的に推進し
ます。
●日本ＡＳＥＡＮ（アセアン）経済連携協定後
の中長期的なアセアンとの協力として、アジ
ア地域での「グリーンＩＣＴ」の推進・企業情
報セキュリティの確保・電子商取引の環境整
備・ＩＣＴ人材育成など、ＩＣＴを活用したよ
り高度な知識経済圏の構築に向けた協力プロ
ジェクトを推進します。
ＩＣＴ産業の成長促進
●2010年代に成長が期待される新たな電波
利用システムやサービスの実現、わが国が強
みを持つ分野について研究開発の加速化など
により、現在約100兆円のＩＣＴ産業の市場
規模を、2015～20年に倍増させます。
デジタルコンテンツ市場の拡大
●放送コンテンツなどわが国が強みとするコ
ンテンツの流通促進により、わが国コンテン
ツ市場を約５兆円拡大させます。
国民電子私書箱構想の推進
●2015年までに、国民が自らの年金記録な
どの情報を入手・管理することができ、また、
幅広い分野で24時間簡単にワンストップの
行政サービスを利用することができる「国民
電子私書箱」構想を実現します。
地上デジタル放送への 
円滑な完全移行の実現
●2011年７月の地上デジタル放送への円
滑な完全移行に向けて、デジタル受信機や
チューナーの国民への一層の普及促進を図り
ます。また、地形や建造物等によるデジタル
難視聴対策を推進します。さらに、適正な廃
棄・リサイクルの一層の推進など、環境に配慮
した取り組みを行います。
デジタルディバイドの早期解消
●市町村が実施するブロードバンド整備に
対して支援を行い、「ブロードバンド・ゼロ地
域」の解消を早期に実現します。また、ブロー
ドバンドと防災・医療等の公共的アプリケー
ションとの一体的整備を推進します。さら
に、市町村が実施する鉄塔整備に対して支援
を行い、携帯電話がつながらない地域を解消
します。

携帯電話のさらなる利便性の向上と 
料金引き下げ
●携帯電話のＳＩＭロック解除や、携帯メー
ルアドレスの持ち運び等により、さらなる利
便性の向上を図るとともに、携帯電話料金の
引き下げを行います。

※ＳＩＭロック：携帯端末に使われるＳＩＭカー
ドに制限を設け、他会社の携帯端末に自由に着脱
できないようにする仕組み

ＩＣＴによる安心・安全な地域社会の実現
●ＩＣＴ関連技術を活用して、遠隔医療、児
童・高齢者見守り、防災情報提供などの取り組
みを推進し、地域住民が安心・安全を実感でき
る環境をつくります。
テレワークの推進
●子育て中の女性、障がい者等の就業機会の
拡大、ワーク・ライフ・バランスの実現等の観
点からテレワーク（ＩＣＴを活用した場所と
時間に制約されない柔軟な働き方）の普及拡
大を推進します。
違法・有害情報対策の推進
●青少年が安全に安心してインターネットを
利用できるようにするため、全国で青少年の
リテラシー（情報の理解力・発信力）を向上さ
せる活動やインターネットが青少年に与える
影響の調査を踏まえた的確な対策、違法・有害
情報の検出等に資する技術開発への積極的な
支援を行います。
電子行政クラウドの推進による 
行政の効率化
●クラウドコンピューティング技術などの最
新の技術を活用し、中央省庁の保有する情報
システムのハードウエアの統合化・集約化な
どを図る「霞が関クラウド」の実現により、中
央省庁の情報システム経費を削減します。ま
た、地方公共団体の保有する情報システムに

ついても、可能なものから統合・集約などを図
る「自治体クラウド」の構築を推進します。

※クラウド：ユーザーが自分のコンピューターで
データを加工・保存することなく、｢どこからでも、
必要な時に、必要な機能だけ｣利用することができ
る新しいネットワークの利用形態（クラウド＝雲）

医療分野におけるＩＣＴ利活用による
医療の質と安全性の向上
●地域の医師不足などの問題に対応するとと
もに、全国で質の高い安全な医療を受けるこ
とを可能とするため、ＩＣＴを利用した遠隔
医療を推進します。
高度ＩＣＴ人材の育成
●ＩＣＴに関する技術や利活用方法を理解
し、高い付加価値を創造できる高度ＩＣＴ人
材について、産学官連携によりその育成拠点
の形成を図ります。
情報バリアフリーの推進
●高齢者・障がい者が使いやすい情報通信機
器・技術の開発およびサービスの提供の促進
等により、ユニバーサルデザインの普及促進
を実施するとともに、字幕放送・解説放送等を
普及・促進します。
グリーンＩＣＴの推進
●ＩＣＴの利活用で、エネルギー利用効率の
改善、人・モノの移動の削減、生産・消費の効率
化、ＣＯ２排出量の可視化などにより、ＣＯ２削
減を図ります。また、環境性能に優れたデー
タセンターへの統合などにより、ＩＣＴ産業
自体の省エネルギー化を推進します。
●ＩＣＴ機器の省エネを進める「ＩＣＴの省
エネ」と、エネルギー管理や道路交通システム
など「ＩＣＴを用いた社会の省エネ」を両輪
として、2030年に日本が目指す省エネ目標分
の、３分の１の省エネに貢献します。

魅力ある農林水産業・ 
農山漁村づくり

世界的な食料価格高騰や食の安全に対する関
心の高まり、さらには、わが国の食料自給率の
低さや農林漁業者の高齢化などの課題に対
し、将来も持続可能な農林水産業への改革が
求められています。公明党は、農林水産業が
産業として自立するための構造改革を推進す
るとともに、農林水産業を魅力のある仕事と
していく環境づくりと農山漁村の生活環境の
整備を進めます。

食料自給率50％を目指して
●2015年度までに食料自給率をカロリー
ベースで50％、金額ベースで80％程度に引
き上げることを目指します。そのために、公
明党としてまとめた「食料自給率50（ごーま
る）プラン」（2008年6月19日発表）を実施す
るよう国に求めます。

※食料自給率50プラン：米の活用、地産地消の推
進、輸出の促進など、消費・需要拡大対策を図るこ
とで、食料自給率向上に資する提案

●輸入への依存度を引き下げるため、産地確
立交付金など水田フル活用に向けた対策を大
幅に強化し、麦・大豆等への支援を拡充すると
ともに、米粉用・飼料用など新規需要米への支
援を充実します。また、飼料米や食品残さを
加工処理した飼料「エコフィード」などの自給
飼料の利用拡大を図ります。
●水産物の自給率65％を目指し、つくり育て
る漁業を推進します。
●食料安全保障を確立するため、食料安全保
障に関する国の基本方針を策定します。国内
の供給力の向上のほか、輸入食品の安定確保
を図るための国際ルールの確立や国外農業へ
の投資、備蓄の充実など総合的な取り組みを
行います。

食の安全・安心を確保
環境保全型農業の推進
●化学肥料・農薬の使用を抑制するために、土
壌診断など土地管理対策を推進します。ま
た、家畜伝染病対策を進めます。
●消費者に的確な情報を伝えられるようＪＡ
Ｓ法改正などで食品の不正・虚偽表示対策を
強化するとともに、加工食品等の原産地表示
の充実を図ります。また、食品へのトレーサ
ビリティーシステム（生産流通情報把握シス
テム）の導入を促進します。
●食の安全を確保するため、生産段階でのＧ
ＡＰ(農業生産工程管理手法)や、製造段階で
のＨＡＣＣＰ(危害分析・重要管理点)手法の

導入を支援します。

活力あふれる農業に再生
農業所得の向上と安定化
●農業所得を向上させるには需要拡大策と販
売対策が重要です。国産農産物の需要拡大に
向け、地産地消の推進や消費拡大キャンペー
ンの実施などを推進するとともに、「食料自給
率50プラン」に基づく取り組みを国に求めま
す。さらに、米飯給食の拡大や災害用の非常
用保存食・アルファ化米の備蓄を推進します。
●農商工連携事業の推進、直売所の普及や農
業販売会社の設立など販売促進の支援、輸出
支援など販売対策を行います。
●米作の収入減少影響緩和対策における標準
的収入の算定を見直し、セーフティネットを
充実します。
●生産目標の都道府県間調整で適地適作を進
め、水田フル活用を一層進めます。
●食料の安定供給のため、植物工場や超長期
冷凍技術の導入による周年供給体制の整備を
支援します。また、農用機械等のリース助成
を充実しコスト軽減を支援します。省エネな
どに取り組む農業・漁業者などへ燃料費高騰
分の一部を補てんします。
●高温障害への対応に関する情報の提供や育
種戦略の立案など高温障害対策を講じます。
●持続可能な農業を推進するため、肥料・農
薬・家畜の糞尿による土壌や水質など環境へ
の負荷を抑える農業（畜産業を含む）の取り組
みに対して、直接支払いを行います。
農の雇用の拡充、農地の有効利用
●若者等の就業を支援するとともに、農業経
営を学べる｢農業ビジネススクール｣の推進や
農業生産法人への経営支援策の充実を図るな
ど、農の雇用を拡充します。
●農地の有効利用を図るため、農地集積につ
ながる農地の賃借に対して交付金を支給する
制度を促進します。
●高齢農業者の経営資源を円滑に継承するた
め、農業経営継承事業を推進します。また、第
一線を退く農業者に新規就農者等の農業指導
員や農業委員会協力員として従事してもらう
農業・農村人材バンクを推進します。自ら耕
す自給的な農地については確保します。

つくり育てる漁業の推進
資源管理で持続的な漁業へ
●水産資源の適切な管理を推進するため、Ｔ
ＡＣ（漁獲可能量）の決定プロセスの改善を図
るとともに、対象魚種を拡大します。資源回
復計画の着実な実施を図ります。
●藻場・干潟、魚礁など漁場の整備を行うとと
もに、廃棄された漁具等による魚類への被害

（ゴーストフィッシング）対策を行います。ま
た、栽培・養殖漁業への支援を拡充します。

漁業所得の安定化
●漁業所得を安定化させるため、地域・グルー
プによる協業化・省エネ化の取り組みを支援
します。
●地元農水産物の直販施設である「フィッ
シャーマンズ・ワーフ」などの整備、輸出支
援などの販売対策を講じます。地産地消の
推進、学校給食での利用など需要拡大を図
ります。
●漁港などの周辺地域等における漂流漂着ご
み対策や防風林の整備など、海岸環境の改善
を図るとともに、防災対策を強化します。ま
た、漁業の有する多面的機能を評価し、重要な
役割を担っている離島等の生活環境の改善を
図ります。

木材需要の創出で 
山村・林業を活性化

「木材利用推進法」の制定で 
木材自給率を向上
●木材自給率を2012年までに25％に引き上
げます。「木材利用推進法」の制定で、森林資
源産業と住宅・木製品産業の連携を図ること
で国産材、地元材の活用を促進するなど、総合
的な需要創出策を講じます。
●国産材の需要拡大に向け、「木づかいカーボ
ンストック減税」（住宅に一定量の木材を使用
した場合に税額控除）等を導入します。また、
国内クレジット制度と連動し、森林整備を支
援するカーボン・オフセット（ＣＯ２排出の埋
め合わせ）を推進します。
●木材の供給力を向上させるため、定額助成
で間伐の実施や路網の整備、境界の明確化事
業を支援します。また、「提案型集約化施業」
の普及や事業者の協働により安定的に木材を
供給できる体制づくりを支援します。

※提案型集約化施業：複数の森林所有者に対して、
森林組合が一体的に伐採などの施業を提案し実行
すること

●「緑の雇用事業」による高性能林業機械の操
作研修などの人材育成を推進するとともに、
高性能林業機械・乾燥設備等の導入を支援し
ます。
森林循環の確保
●森林循環を確保するため、複層林化や針広
混交林化等を推進するとともに、再造林の促
進を図ります。
●再生可能な有機性資源であるバイオマスの
利用を総合的に推進するための環境を整備し
ます。また、木質ペレットなど木質バイオマ
ス利用を促進します。特に、年間2,000万㎥
に上る林地残材をバイオマス等で活用するた
めの取り組みを支援します。

４ 緑の産業革命
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農山漁村の生活環境を整備
中山間地域や都市部の農業への支援
●地域の活性化や農地等の保全のために、中
山間地域等直接支払、農地・水・環境保全向上
対策を拡充します。鳥獣被害対策の予算を確
保し被害対策を推進します。
●都市にあって多面的な機能を担う都市農業
が持続可能なものとなるよう、都市農地に対
する相続税の納税猶予制度を維持しつつ、都
市農地の保全を含めた都市政策全体の国のビ
ジョンを策定します。
農山漁村の生活環境整備
●日常生活に必要なサービス（買い物や福祉
サービスなど）を一元的に提供する拠点「村の
コンビニ」づくりを推進します。
●農村におけるレジャー農業の機会を提供す
るため、農地を確保するとともに体験農園等
の整備や棚田オーナー制度などへの支援を推
進します。

日本の豊かな未来像を描く、
国土形成

経済不況からの脱却を図り、人口減少の中で
安定した成長を確保するとともに、低炭素社
会を構築する中で、活力と安心、ゆとりある地
域生活を確保するため、新たな時代の新たな
国土形成を目指します。
道路整備計画からムダを排除するなど、国民
目線に立った真に必要とされる国土の総合
的かつ体系的な利用と開発と保全のハード・
ソフト両面にわたる未来像を描くため、「経済
成長と活力の確保」「特性を生かした地域の発
展」「文化と景観、観光の推進」「暮らしの安全
と安心」「低炭素社会を構築」に貢献する諸施
策を実行します。

経済成長と活力の確保
景気回復へ、工事前倒し発注
●公共工事の入札契約制度改革を進め、公正
公平な建築土木市場の構築を図るとともに、
地域経済を活性化し地域の防災に貢献する地
域建設土木業の経営基盤の強化を図るために
も、総合評価制度の機動的な運用で地元企業
への優先発注を実現します。
●学校の耐震化やバリアフリー化など社会資
本ストックの保全事業や調査事業、地方道路
をはじめとする遅れ発注の早期是正を行うと
ともに、経済対策の一環として３年間の前倒
し実施を行います。
経済対策と低炭素社会構築の両面の効果を
もたらすため、適正な社会資本整備の推進と
して未整備の高速道路や東京外環道等の３
環状道路のミッシングリンクの早期結合を
図ります。
ゲリラ豪雨対策として、中小河川、都市部河川
の整備を前倒しして推進します。
社会資本ストックの戦略的管理
●高度経済成長期に集中投資した社会資本ス
トック（道路・河川・下水道・港湾・公営住宅な
ど）の老朽化に対応する長寿命化計画の策定
や、予防保全などを計画的に実施する戦略的
な維持管理体制を構築し、安全・安心の確保と
ライフサイクルコストの低減を図ります。
●すべての社会資本ストックに対する非破壊
検査技術の導入を進め、ＩＣタグと人工衛星
が連動したセンシング技術の導入で、災害時
の対応をはじめ適切な予防保全管理を可能と
する効率的な点検・検査の技術開発と体制整
備を進めます。
中古住宅市場などの活性化
●中古住宅市場の流通量を３倍に増やします。
▪リフォーム工事保険などの各種保険制度の

創設
▪住宅リフォーム融資制度の拡充
▪中古住宅の価値を目利きする「ホームドク

ター（ホームインスペクター）制度」の創設
●中古住宅市場の流通促進と長期優良住宅

（200年住宅）の普及などを促進するため、住
宅の設計図や修繕記録などを記した「家の履
歴書」の整備を図ります。
●マンション管理適正化法の拡充により、マ
ンションの適切な管理や老朽マンション再生
の促進を図ります。
●住宅金融支援機構による住宅ローンの拡
充や、既往債務の返済条件の緩和、ノンリ
コースローン（担保不動産価値を上回る返済
のない融資制度）が提供される仕組みの構築
など、住宅金融の拡充で住宅市場の活性化を
促します。

安心安全な住宅供給と生産性向上の両立
●新築はもとより、リフォームやバリアフ
リーなどの改修工事において、安心安全な住
宅の供給と住宅建築市場の活力を両立すべく
建築基準法の一層の整備や機動的な運用を行
います。特に、耐震偽装などを未然に防ぐ厳
格な建築制度の確保と建設業の生産性向上の
両立を目指し、構造計算適合性判定の円滑化
を図るなど、建築確認手続きのスピードアッ
プを図ります。また、住宅建築にかかる速や
かな紛争処理を行う機関の設置と、詐欺対策、
悪徳業者対策に取り組みます。

「建築基本法」の制定
●建築関係者をはじめ広く国民が共有できる
質の高い建築物の整備に向け、目標や基本理
念、関係者の責務を定める「建築基本法」（仮
称）を制定します。
ＰＦＩ制度の積極的活用
●ＰＦＩ制度（公共施設等の建設、維持管理、
運営等を民間の資金、経営能力および技術的
能力を活用して行う手法）の一層の活用を促
し、コストパフォーマンスの高い（低コスト高
サービス）公共サービスを提供します。
単品スライド条項の適用拡大
●資材価格の急騰急落に対応する単品スライ
ド条項の適用を拡大し、同条項の適切な運用
と着実な実施を推進し、税金の適正な活用と
建設事業者への影響を低減します。

特性を生かした地域の発展
新たな交通総合システムを構築
●道路に対する国民ニーズの多様化を踏ま
え、コンパクトシティの推進などまちづくり
とともに、自動車中心の道路の在り方を転換
し、歩行者や自転車が安全・快適に通行できる
よう、既存道路の歩行者専用道路への転換、ト
ランジットモール（一般車両を制限して歩行
者・自転車・公共交通機関に開放された道路）
等の新しい専用道路概念の導入など生活に密
着した人間重視の道路整備を推進します。
●鉄道・自動車・船舶・航空などの各種交通機
関の特性と地域ニーズに的確に対応し、低炭
素社会に資する新たな交通総合システムを構
築するとともに、地域間格差を是正する交通
ネットワークの整備を着実に実行します。
●ＬＲＴ（低床式路面電車）の整備や地方鉄道
の再生、低床バスの普及など、地域の公共交通
機関の整備促進を図ります。
●整備新幹線を着実に整備し人材交流や地域
間連携の確保・強化を図ります。また、超伝導
リニアの早期実用化を図るため所要の措置を
行います。
●国際空港のハブ（拠点）機能の強化や、中枢
港湾の機能の強化を図り、国際競争力の回復
を図るとともに、モーダルシフト（トラックや
航空機による輸送から、環境に与える負荷が

小さい鉄道や海運などの輸送手段に転換する
こと）を進めます。港湾・道路整備とともに、
地域の特性とニーズに見合う空港機能の強化
および、利便性の高い航空政策の展開を図り
ます。
●既存の高速道路ネットワークの効率的な活
用を図り、スマートインターチェンジ（高速道
路の本線やサービスエリア、パーキングエリ
ア、バスストップに設置するＥＴＣ専用のイ
ンターチェンジ）を整備促進します。
●公共交通事故を未然に防止するため「公共
交通安全対策総点検」（仮称）を実施するとと
もに、運輸安全委員会の厳格かつ果断な運用
を行います。
高速道路料金の大幅割引
●物流の効率化を図るため高速道路料金をさ
らに引き下げます。
●現在の高速道路料金割引制度の恒久化を目
指します。
都市再生、コンパクトシティの推進
●都市基盤のインフラ整備はもとより、地域
の特性を生かしたソフト面の整備を支援する
体制の整備を行います。優良な民間都市開発
を支援するため、民間資金やノウハウを活用
して都市再生・地域活性化関連施策を推進し
ます。政府系金融機関ならびに民間都市開発
推進機構による資金繰り支援を実施し、事業
の活性化を促します。
●医・職・住・遊など日常生活の諸機能を集約
したコンパクトシティの推進で、歩いて暮ら
せる安心で快適な生活圏の形成と低炭素化を
図ります。
●歩行者、自転車、自動車の安全な通行環境を
確保するため、道路空間の再配分等により自
転車専用の走行空間を新たに1,000路線で整
備するともに、駐輪場の整備を図るなど快適
な自転車利用の普及に努めます。
●市街地幹線道路、歴史的町並保全地区、観光
地などの無電柱化事業（10年間で2.2万㎞、残
り約1.9万㎞）を実現します。併せて沿道の
植樹を進めます。
過疎地域など条件不利地域へ配慮
●離島・半島・豪雪地帯・山村地域などの条件
不利地域の生活交通手段の確保などの生活基
盤整備に配慮します。
▪フェリー等の運賃の低減などの離島航路対

策により島嶼（しょ）地域の生活コストを
低減

▪コミュニティーバス、デマンド乗合いタク
シー、福祉タクシーの倍増

▪地方の赤字バス路線などの維持のための公
共交通に対する公的助成

暮らしの安全と安心
防災・減災対策を強化
●地球温暖化にともなう気候変動による集中
豪雨や土砂災害、風水害、地震、津波・高潮、豪
雪対策など防災・減災対策を推進、強化しま
す。海抜ゼロメートル地帯等における海岸保
全施設の老朽化・耐震化対策、中小河川の治水
対策、土砂崩れ対策、緊急物資の輸送に資する
臨海部防災拠点の整備を推進します。局地的
集中豪雨（ゲリラ豪雨）などによる洪水予測の
強化や情報伝達の迅速化を図るとともに、避
難経路確保や緊急災害対策派遣隊を拡充・強
化します。また、被災者生活再建支援法等、災
害関連法制の一元的運用にむけた体制を構築
します。
耐震化を加速
●今後10年間に住宅700万戸、学校や病院な
どの特別建築物５万棟とその他建築物50万
棟について、建て替え・リフォームなどで耐震
化を進め、2020年までにすべての住宅・建築
物の耐震化を目指します。
●2020年までに全国の密集市街地で救急車・
消防車の進入可能な暫定進入路確保事業を完
了させるとともに、同地域のリノベーション

（既存建物を大規模改装し耐震性や省エネ性
能などの用途や機能を高度化し建築物に新し
い価値を加えること）を加速化します。
バリアフリーの推進
●2010年までに１日の乗降客が5,000人以
上のすべての駅ならびに周辺地域のバリアフ
リー化を実現します。今後２年間を集中取り
組み期間として目標達成を目指します。
また、1日の乗降客が5,000人未満の場合でも
地域の拠点になっている駅でのバリアフリー
化を順次推進します。
一定基準以上の駅で鉄道ホームドア（可動式
ホーム柵）の設置を推進します。
●全国に600カ所ある「開かずの踏切」を、高
架化や拡幅、横断歩道橋、交通迂回などによっ
て2016年までに100％解消するとともに、

「賢い踏切」を導入するなどスムーズな交通網
を整備します。

※「賢い踏切」：急行・各停など列車の速度の違いを
判断して、警報開始時間を最適化する踏切。これ
により待ち時間の短縮につながる

●ビルやマンション等のコンクリート建築
物、エレベーターやエスカレーター、遊園地の
遊具施設などの建築構造体の適切な維持管理
を実施するために、非破壊検査技術の導入に
よるエコ検査の技術開発と検査体制を確立し
建築物の安全を確保します。

４ 緑の産業革命
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住宅セーフティネットの確保
●高齢者等の持ち家を借り上げて、子育て世
帯等に転貸する「住み替え支援事業」を幅広く
展開します。また、リバースモーゲージの普
及を促進します。

※リバースモーゲージ：高齢者等が持ち家を担保
に自治体や金融機関から融資を受け死亡時に一括
返済する制度

●良質な民間賃貸住宅の供給や賃貸に関わる
紛争の防止など、適正な民間賃貸住宅市場を
整備します。介護サービスや生活支援サービ
スを24時間365日受けられるようケア付き
の高齢者向け賃貸住宅を2014年度までに新
たに15万戸供給します。また、公的賃貸住宅
団地に医療・介護・子育てなどの施設を１施
設以上整備し、地域の福祉拠点として再生し
ます。
●高齢者向けに優しい街づくりを進める「安
心住空間プロジェクト」を一層推進すること
で、高齢者向け民間優良賃貸住宅や公的賃貸
住宅団地等において介護等の高齢者向け福祉
拠点を一体整備するとともに、民間賃貸住宅
に高齢者福祉施設を整備するための助成制度
を措置します。
●保育サービス等を提供する子育て支援施設
や障がい者福祉施設などが併設された公的賃
貸住宅の整備を推進します。
公的住宅の整備促進
●地方公共団体による既存民間賃貸住宅ス
トックの借り上げ制度やＰＦＩ方式による公
営住宅ストックの更新など、民間に管理を委
託する等柔軟な方式で、高齢者世帯・子育て世
帯の家賃負担を軽減する住宅セーフティネッ
ト対策を強化します。
●高齢者および障がい者が居住する公営住
宅のバリアフリー化率を2015年度までに
100％にします。また、民間住宅についても
現行のバリアフリー改修税制の充実を図るな
ど高齢者や障がい者が安心して暮らせる環境
を整備します。
●公的住宅の家賃減額措置等を拡充し、子育
て世帯や年金生活者等の安定居住確保に向け
た支援措置を実施します。
また、大規模地震災害対策や孤立死問題への
対応など、団地居住者と周辺住民とのコミュ
ニティーを形成する地域交流福祉拠点を目指
します。
●公的住宅への定期借家制度の導入につい
て、既存の住民の権利と暮らしを脅かすこと
のないよう、理解と協力に基づき適正に運用
します。
●都市再生機構（ＵＲ）の賃貸住宅ストックの
活用など、既存居住者をはじめ高齢、子育て、
新婚など住宅困窮世帯の住宅セーフティネッ
トとして40万戸確保します。

低炭素社会の構築
環境保全型事業の推進
●公共事業の実施にあたっては、環境アセス
メントの導入を推進し環境保全型事業を推進
します。
●地下水・下水再生水・雨水など眠っている水
源を活用して、緑地の拡大や公園の整備、散水
などヒートアイランド対策をはじめとした

「水と緑のネットワーク」の保全・再生・創出の
ための施策を推進します。
省エネ住宅や省エネ建築の整備促進
●住宅投資を促す税制などにより、長期優良
住宅の普及や既存住宅のリフォームを強力
に促進し、住宅の長寿命化・省資源化を推進
します。
●住宅・建築物の高断熱化、高効率化機器等や
ビル用エネルギー管理システム等の導入支
援、屋上緑化・壁面緑化の一体整備の推進、エ
コハウス、エコビルの増加やエコ改修の普及
を図ることにより、住宅・建築物の省ＣＯ２対
策を推進します。
●屋上緑化、電線地中化後の樹木設置などに
よる都市基盤整備の推進により景観と低炭素
社会の基盤整備を進めます。
省エネ交通システムの整備促進
●外部電源式アイドリングストップ冷暖房シ
ステムによる「エコトラックパーク」を実現し
ます。また、船舶版アイドリングストップへ
の支援や荷役機械の省エネルギー化を推進し
ます。
●自動車整備工場におけるエコカー検査技術
の支援を早急に行います。
●サービスエリアや道の駅にプラグインハイ
ブリッド自動車や電気自動車用の急速充電装
置の設置を推進します。高速道路の壁面への
太陽光発電設置を推進します。
●ヒートアイランド対策とゲリラ豪雨対策の
一環として、透水性・保水性に優れた自然土舗
装材や廃コンクリートからリサイクルした
ブロック材と緑化による「エコ歩道」や「エコ
パーキング」を整備します。

地域の活性化へ観光の推進
長期休暇の弾力的取得
●ＧＷ（ゴールデンウイーク）期間の方面別取
得、秋のＧＷの創設を図り、混雑などロスのな
い経済効果を確保します。
家族旅行や個人旅行で地域を活性化させるた
め、長期休暇取得の推進や学校長期休暇の分
散化を推進します。
●地域の歴史や文化、自然や景観に触れ体験
するエコツーリズムの積極支援など、子ども
などの情操教育の一助となる観光形態を支援
します。

外国人観光客誘致へ環境整備
●外国人観光客を2020年までに年間2,000
万人を目指し、人材育成や外国語表示の充実
など外国人受け入れ体制を強化します。
●燃料税や空港使用料の低減などで、オープ
ンスカイに対応できる航空会社の経営基盤を
強化するとともに、航空運賃の値下げを実施
して、国内観光の活性化を図ります。
●アジア･ゲートウェイ構想を着実に具体化
します。成田･羽田空港間の移動を含めた一
体的な24時間運用を実現するなどハードイ
ンフラの整備とともに、利便性の高いトラン
ジット（乗り換え機能）等のソフト整備を実現
します。羽田―北京間の日中定期チャーター
便の就航を推進します。

その他
気象観測機能の強化
●基幹的広域防災拠点の整備と、地震監視機
能の強化など災害緊急情報収集・伝達システ
ムの構築を図り、緊急地震速報や津波情報、土
砂災害警戒情報など迅速かつ的確な防災情報
の提供を図ります。
地球温暖化に対応するため、陸・海・空あらゆ
る角度からの観測・監視を強化します。また、
わが国における温室効果ガスや気候変動に
関する極端な現象の感知・予測体制を強化し
ます。
海上の安全確保
●海賊および海上テロ対策、密漁や麻薬取引
などの犯罪対策と安全確保のため、海上保安
庁と外国の関係機関との連携訓練など相互協
力を強化するとともに、高性能な巡視船艇・航
空機の整備などを進め、一層の体制強化を図
ります。また、東南アジア諸国やソマリア周
辺諸国の周辺海域における法執行能力向上の
ための人材育成支援を推進します。
●国内海運事故を未然に防ぐため、ＡＩＳ（船
舶自動識別装置）を活用した航行支援システ
ムの積極的運用による迅速かつ確実な情報提
供など必要な措置を講じます。

地域主権型道州制の導入

公明党は地域主権型道州制導入の道筋を明確
にします。
国の出先機関の廃止・縮小、地方の税財源の充
実等のため、新「地方分権一括法」を制定し、地
方分権を新たなステージへ移行させます。
その後、国民的議論を喚起しつつ、３年を目途
に「道州制基本法」を制定し、概ね10年後から
地域主権型道州制に移行します。
これにより、国のカタチを大きく変え、21世
紀にふさわしい効率的な政府を確立します。
自立した「地方政府」の確立により、各地域の
活性化を図るとともに、身近な行政サービス
を充実し、住民本位の地域づくりを進めます。

地域主権型道州制の導入
道州制の意義―

地域活性化で日本を元気に！
●これまでの中央集権体制を根本から変え、
中央政府の権限は国でなければできない機
能に限定し、日本の各地域が、地域の生活や
振興に関して独自の決定ができる権限を行
使する「主権」を持つ「地域主権型道州制」を
導入します。
●地域主権型道州制のもと、各道州がそれぞ
れの地域で潜在力を発揮し、活性化や国際交
流のための拠点整備を行い、自立可能な経済
構造を創造することにより、日本全体に活気
をもたらします。
●中央の官僚が主導するのではなく、住民本
位の地域づくりを行います。そのために自治
立法権、自治行政権、自治財政権を備えた地方
政府を確立します。
●地域主権型道州制の導入を進める中で、国
の縦割り行政の解消や国と地方の二重行政の
解消を図り、さらに、各道州による地域のニー
ズに柔軟に対応した効率的・効果的な行政と
責任ある財政運営を行います。
制度設計
●国、道州、基礎自治体の３層構造とします。
●基礎自治体の在り方について、福祉、教育な
ど住民福祉を効率的に実施するため、一定の
規模が望ましいところですが、原則として道
州が判断することとします。
●国民生活に関する行政は、一義的に基礎自
治体が担い、広域的な補完は道州が行うこと
とします。
●道州には道州議会を設け、道州の首長およ
び議会議員は、その地域の住民による直接選
挙で選出します。

道州制移行の道筋
●内閣に「検討機関」を設置し、３年を目途に

「道州制基本法」を制定します。
●概ね10年後から移行します。

新「地方分権一括法」の制定、 
国と地方との協議の場の法制化
●地域主権型道州制の導入に先立ち、国と地
方の役割、事務事業の抜本的見直し、基礎自治
体への権限移譲と自由度の拡大のため、新し
い地方分権一括法を制定します。その際、国
と地方の代表等が地方自治に関して協議を行
い、地方が権限を有する「分権会議」（仮称）を
法定します。

国の出先機関の廃止・縮小
●国の出先機関について、地方分権改革推進
委員会の第２次勧告に基づき国と地方の役割
分担を明確にしながら、事業の仕分けを行い、
出先機関の廃止・縮小を大胆に実施します。
そして国の事務・権限を大幅に地方に移譲し
ます。道州制の導入の際には、ブロック別機
関については、道州制への移行を含め大胆な
見直しを図ります。

地方の税財源の充実
●自立した基礎自治体の構築のため、課税自
主権を拡大し、地方交付税の財政調整機能に
配慮しながら交付税の確保、補助金の大幅縮
小、税源配分の見直しを一体的に検討し、国と
地方の税源比率を１対１とすることを目指し
ます。その際、地方消費税の充実を図ります。

市町村合併の推進
●市町村合併を強力に進め、1,000の基礎自
治体を目指します。

定住自立圏構想等の推進
●地方への人口定住を促進するため、中心市
と周辺市町村が協定に基づき相互に連携する

「定住自立圏構想」により圏域ごとに生活に必
要な機能を確保するとともに、都市から地方
への移住・交流を促進します。

直轄事業負担金制度を廃止、 
地域視点の公共事業
●公明党は当面、維持管理にかかる直轄事業
負担金を廃止します。その上で国と地方の役
割分担を明確化し、最終的に廃止します。
●ムダな公共事業は即時廃止し、地域のニー
ズとコスト削減意識を持ちつつ、真に必要な
社会資本整備を着実に実行します。また、策
定から一定期間を経過した大型公共事業につ
いては大胆に見直し、必要に応じ計画打ち切
りを断行します。
●地方自治体単位の基盤整備にとどまらず、
地方分権を視野に、画一的な国土政策から地
域の特性やニーズを反映する広域ブロックで
の基盤整備による地域活性化を支援します。

５ 地方分権をすすめ、地域主権型道州制へ！４ 緑の産業革命
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行動する国際平和主義

紛争への過度な介入は平和を遠ざけるのみ。
座して平和を強調するだけでは何も生み出さ
ない。公明党は、現実を直視した「行動する国
際平和主義」こそが、人類が希求する平和を実
現する道であるとの信念で世界に貢献する日
本外交を展開します。

日米同盟の堅持で国民の安全確保
●アメリカと良好な関係を維持・発展させ、日
米安全保障条約を堅持する中で、日本の平和
と安全を守ります。
●「抑止力の維持と地元負担の軽減」という基
本的な考え方のもと、米軍再編を関係地方公
共団体および住民の理解を得ながら着実に実
施し、日米間の安全保障・防衛協力の信頼性を
向上させます。
●弾道ミサイルから国民の安全を確保する手
段として、ＢＭＤシステムの着実な整備に努
めます。

※ＢＭＤシステム：短・中距離弾道ミサイルを迎撃
する防衛システム

アジア重視で信頼される日本
●中国との戦略的互恵関係、韓国との未来志
向の関係の構築を図り、日中韓の関係強化に
尽力します。
●「日中環境基金」（仮称）など国際環境協力の
ための資金メカニズムを創設し、環境問題等
に長期的に取り組むための資金面でのバック
アップ体制を構築します。地球温暖化対策の
専門家や環境教育のリーダーを育成し、世界
に輩出します。
●アジア諸国とのＥＰＡ（経済連携協定）やＦ
ＴＡ（自由貿易協定）を積極的に推進し、アジ
ア地域の経済統合を進めていきます。
●ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）を基軸に
関係強化を進め、人材育成や留学生の受け入
れ・国内企業での活躍促進等を図り、エネル
ギー問題協力、観光の振興、環境破壊や汚染拡
大の防止など東アジア地域全体における広範
な課題に取り組む東アジア共同体構想を実現
します。
●緊急を要する国際救援活動のための資材な
どの保管場所をアジアの国に確保するなど、
アジア近隣諸国の甚大な災害に対する国際救
援活動に対応し得る派遣能力の充実を図りま
す。また、わが国のイニシアティブのもとに、
各国間の緊密な情報交換・人的交流の促進、共
同訓練の実施、民間との協力体制の構築など
を推進し、各国が協力して対処するための枠

組みを整備します。
●中国、韓国からの芸術家、文化人など民間人
を積極的に招聘（しょうへい）する人的交流を
推し進め、対日理解を促進します。

核兵器廃絶へ軍縮で世界をリード
●2010年の核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用
検討会議の成功へ向けて国際社会との連携を
強め、核軍縮・核不拡散体制の基礎となるＮＰ
Ｔ体制の強化を図るなど、「唯一の被爆国」と
して核廃絶への具体的一歩を進めます。
●包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発
効を目指すとともに、兵器用核分裂性物質生
産禁止条約（カットオフ条約）の成立へ向け
て、関係国政府・国際世論に対する働き掛けを
強め、交渉の早期開始を図ります。
●クラスター弾禁止条約の早期発効に向け取
り組みを強めるとともに、特定通常兵器使用
禁止制限条約（ＣＣＷ）の枠組みのもとで、米、
露、中を含めた合意形成にリーダーシップを
発揮します。
●対人地雷の探知・除去がさらに進むよう、技
術を活用した機材の開発、人材の育成、ＯＤＡ
を含めた財政支援を行うとともに、対人地雷
除去と併せて犠牲者支援や開発援助を行うな
ど、世界の模範となる取り組みを進めます。
●武器貿易条約（ＡＴＴ）の早期締結を目指
し、小型武器を規制する国際的枠組みが構築
されるよう取り組むとともに、被害の多発す
る国における武器回収の実施や、復興のため
の開発などさまざまな支援を推進します。
●いわゆる「オタワプロセス」を活用するな
ど、ジュネーブ軍縮会議の全会一致ルール原
則を見直し、軍縮を推進します。

※オタワプロセス：地雷廃止国際キャンペーン（Ｉ
ＣＢＬ）などのＮＧＯが、対人地雷全面禁止に賛同
する諸国と協力しながら条約交渉を行った結果、
オタワでの対人地雷禁止条約が締結するに至った
プロセスのこと

●平和の拠点島「沖縄」を世界に宣揚するた
め、国際機関の誘致を目指します。

国際協調で築く世界の平和と安定
●国際社会の脅威である国際テロに対し、国
際社会と連携し、責任ある役割を果たします。
その意味から、各国が行う海上阻止活動を支
えるインド洋での補給支援活動を引き続き行
います。
●アフガニスタンおよびパキスタンの安定化
に向けて、「ソフトパワー」を重視した民生支
援･人道復興支援に積極的に取り組みます。
そのために、さらなる文民派遣も含めて検討
します。
●海賊対処法に基づき、海賊から人命・財産を
守り、海上交通の安全確保を図るとともに、ソ
マリア沖の海賊問題の根本的解決を図るた

め、中長期的にソマリア情勢の安定化に向け
た支援と沿岸諸国の海上保安能力の向上に貢
献します。

ＯＤＡの積極的活用で 
「人間の安全保障」を推進

●経済的貧困、飢餓、麻薬、感染症から人間を
守ることや、地球の環境保全、女性の地位向
上、人身取引根絶、安全な水の供給など「人間
の安全保障」分野にＯＤＡ（政府開発援助）の
20％を優先的に配分し、戦略的に活用します。
●ＯＤＡ予算の５％を海外で働く日本のＮＧ
Ｏ（非政府組織）へ還元するとともに、その人
的基盤への支援体制を強化します。
●イラク、アフガニスタンへの復興支援を着
実に進めるために、ＯＤＡを有効に活用し、医
療、教育、通信・放送、地雷・不発弾処理などを
促進します。
●第４回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅣ）
および主要国首脳会議（Ｇ８）洞爺湖サミッ
トでの成果を踏まえ、アフリカ向けＯＤＡを
2012年までに倍増するなど、アフリカ支援に
さらに取り組みます。
●世界中で食料不足が深刻化する中、昨今の
穀物価格の上昇により飢餓の危機に直面する
途上国を救済するための支援を行います。
●日本の先進的な結核対策で世界に貢献する
ため、「ストップＴＢ（結核）ジャパン・イニシ
アティブ」を提案し、世界の年間死亡者の１割

（16万人）の救命に努めます。
●途上国の新型インフルエンザ対策として、
医療機材、抗インフルエンザ薬、ワクチンなど
について人道的見地から支援します。

平和構築に貢献する人材づくり
●自衛隊の非軍事貢献だけではなく、行政機
構整備や復興開発に至る平和構築の全プロ
セスにおいて長期的支援ができる官民の人
材育成で世界に貢献します。
●2010年に設立される「（仮称）国際平和協
力センター」（いわゆるＰＫＯ訓練・広報セン
ター）を、自衛隊が行う国際平和協力活動の
みならず、関係省庁、国連・国際機関、ＮＧＯ
関係者、一般の国民、さらには諸外国関係者
などと連携し、ＰＫＯ（国連平和維持活動）を
はじめとする国際平和協力に関する教育・研
修・研究および広報を実施する機関として活
用します。
●平和構築人材育成事業を多様化・拡充する
とともに、ＮＧＯ等の外部人材を積極的に活
用することにより、平和人権外交の基礎とな
る在外公館・マンパワーの充実を目指します。

「人道的競争」へ国連を改革
●公明党が推進してきた「人間の安全保障」
や、日本が提唱する「平和の定着」構想を推し

進めるため、わが国の平和構築委員会の活動
への積極的参加を促します。
●国連総会直属の常設機関としての人権理事
会が実効性を持てるよう、日本が機能強化を
先導するべく尽力します。また、国連での人
権決議を進めることにより「拉致問題」への理
解を深めます。
●軍事、経済面の諸課題の対応から、人道的貢
献を競う新時代に即した国連の構築に向け
て、国連改革をバックアップします。また、
21世紀型安保理の実現に向けて、日本が平和
と繁栄の経験・知見を最大限発揮できるよう
常任・非常任理事国の構成見直しを含む安保
理改革を推進します。

国民に開かれた防衛省
●防衛力を整備するために必要な防衛費を確
保します。その上で、防衛関連経費の高コス
ト体質を是正し、効率的な装備品などの調達
を図るため、思い切った総合取得改革を推進
し、2009年度から５年間で5,000億円の防衛
関連経費のコスト縮減を実現します。
●貴重な国民的財産である防衛医科大学校や
自衛隊病院など防衛省が持つ医療施設におい
て、一般患者の受け入れ拡大を推進するとと
もに、救急医療施設としての活用や災害時に
おける連携など地域医療に貢献します。

６ 行動する国際平和主義

財政運営の在り方と財源確保
持続可能な社会保障制度に向けての財源の確保
高齢社会、人口減少社会の中で、国民の安心と持続可能な社会保障の構築
は、最重要の課題です。年金、医療、介護の社会保障および少子化対策の機
能強化を図るとともに、消費税を含む税制の抜本改革の中で、安定的な財源
を確保します。

税制の抜本改革の道筋
消費税を含む税制抜本改革については、「中期プログラム」に示された方針・
考え方に沿って、①全治３年の景気回復を前提に、②社会保障の機能強化の
具体化、③行政改革・行政のムダ排除の徹底、④消費税の使途の社会保障と
少子化対策への限定、⑤消費税のみならず税制全体の改革、などの条件の下
で、その時々の経済状況をにらみつつ、2010年代半ばまでに段階的に実行
します。

税制抜本改革の基本的な視点
(1)税制全般の一体的改革
税制の抜本改革にあたっては、所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等を
含め税制全般について一体的に改革します。
(2)格差の是正、所得再分配機能の強化
格差の是正や所得再分配機能の強化を図るため、所得税の最高税率の引き
上げや相続税の見直しを行います。
(3)給付付き税額控除制度の導入
生活支援や子育て教育支援等の観点から、いわゆる「給付付き税額控除制度」
を導入します。
(4)消費税の社会保障目的税化
消費税収の使途は、年金、医療、介護の社会保障給付および少子化対策の費用
に限定します。消費税の見直しに際しては、複数税率の検討など低所得者
への配慮措置を講じます。
(5)税制のグリーン化、自動車関係諸税の見直し
低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進します。
また、自動車関係諸税については、取得、保有、走行各段階における複数の課
税について簡素化を図ります。特に、自動車重量税の軽減など暫定税率を
含む税率の在り方を総合的に見直し、負担を軽減します。
(6)地方の税財源の充実
自立した基礎自治体の構築のため、課税自主権を拡大し、地方交付税等の財
政調整機能に配慮しながら交付税の確保、補助金の縮小、税源配分の見直し
を一体的に検討し、国と地方の税源比率を１対１とすることを目指します。
その際、地方消費税の充実を図ります。

財政健全化への中長期の目標と取り組み
財政健全化については、2010年代半ばにかけて、国・地方の債務残高対Ｇ
ＤＰ比を少なくとも安定化させ、2020年代初めには安定的に引き下げる
ことを基本とし、このため、今後10年以内に国・地方のプライマリー・バラ
ンス黒字化の確実な達成を目指します。
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安心実現のための
緊急総合対策 生活対策 生活防衛のための

緊急対策
2008年度第1次補正予算
2008年10月16日成立

2008年度第2次補正予算
2009年1月27日成立

2009年度予算･税制改正
2009年3月27日成立

生
活
者
支
援

▪高齢者の医療費負担軽減
⃝70～74歳の窓口負担１割の据え置き
⃝�75歳以上（被扶養者）の保険料９割軽減の

継続

▪医師不足･救急医療対策
▪住宅用太陽光発電への

補助金創設 90億円
⃝一家庭当たり21～25万円補助（3.5万戸）
※1kw当たり7万円補助
※1kw当たり70万円以下のシステムが対象
※�１家庭の補助額は標準的設備3～3.5kw

を設置した場合

▪定額給付金 2兆円
⃝国民一人当たり1.2万円
⃝65歳以上･18歳以下は2万円

▪妊婦健診を14回分助成
⃝全国平均5.5回 ⇒ 14回分まで助成

▪子育て応援手当の支給 650億円
⃝�第2子以降の3～5歳の子どもを持つ家庭に年額3.6

万円を支給（1年間）

▪介護職員の報酬アップへ 1,200億円
⃝�介護報酬引き上げにともなう介護保険料の負担軽

減のための基金を創設

▪安心こども基金 1,000億円
⃝�保育所の緊急整備や新たな保育ニーズへの対応な

ど15万人分の保育所等の整備を推進（2010年度ま
での緊急措置として各都道府県に基金を創設）

▪出産育児一時金の増額
⃝1月から38万円
⃝10月からは42万円に

▪住宅減税（ローン減税、投資型減税）
⃝最大600万円（10年間）の税額控除
※自己資金による省エネ改修等についての減税を創設

▪環境対応車減税 2,000億円
⃝自動車重量税･自動車取得税を減免（3年間）

▪住宅用太陽光発電への補助金を拡大 201億円
⃝一家庭あたり21～25万円補助（8.4万戸）

▪介護職員の報酬を3％アップ 550億円
⃝介護職員の待遇改善のため介護報酬を3％アップ

雇
用
対
策

▪職業訓練中の生活保障
⃝月額最大10万円を給付

▪雇用調整助成金の拡充
⃝�中小企業緊急雇用安定助成金（助成率

4/5）創設

▪職業訓練中の生活保障
⃝月額の最大給付額を10万円から12万円に拡充

▪雇用調整助成金の拡充
⃝雇用期間が６カ月未満の非正規労働者等に対象を拡大

▪自治体による雇用創出 4,000億円
⃝最大25万人の雇用を創出

▪離職者への住宅･生活支援
⃝雇用促進住宅の活用
⃝�雇い止め･解雇を行った派遣労働者等に対して離職

後も引き続き住宅を無償で提供する事業主に対し
対象労働者1人につき1カ月当たり上限4～6万円

（最長6カ月）を助成

▪正規雇用化の促進
⃝�派遣労働者等を事業者が正規雇用した場合、労働者

1人当たり100万円（中小企業）を助成

▪非正規労働者への雇用保険適用
⃝�適用対象者の範囲を「1年以上の雇用見込み」から「6

カ月以上」に拡大し契約期間を1年から6カ月に緩和

▪雇用保険料の引き下げ
⃝雇用保険料を0.4％引き下げ
※標準世帯で年額2万円引き下げ

▪雇用創出等のための交付税増額  5,000億円
※�雇用創出等のための交付税増額（1兆円）のうち、雇

用創出につながる地域の実情に応じた事業を実施す
るため5,000億円（特別枠）を交付税措置

【2009年度･2010年度合計で1兆円措置】

中
小
企
業
支
援

▪緊急保証枠 6兆円
▪政府系金融の緊急貸出枠 ３兆円

▪緊急保証枠を20兆円に拡大
※これまで約63万社が活用（7/21現在）

▪政府系金融の緊急貸出枠を10兆円に拡大
⇒保証･貸出枠を合計で30兆円に拡大

▪金融機関への資本注入枠に
10兆円追加し総額12兆円に拡大

▪省エネ設備等の投資促進税制
▪中小企業減税の拡充

⃝法人税の軽減税率を22％⇒18％に引き下げ
⃝中小企業の欠損金繰戻し還付の復活
⃝事業承継税制

地
域
活
性
化

▪緊急防災･災害復旧等
▪学校耐震化の促進 1,139億円

⃝約2,600棟を耐震化

▪地域活性化交付金 6,000億円
▪高速道路料金の大幅値下げ 5,000億円

⃝土日祝、原則1,000円（大都市圏除く）
⃝平日昼間は3割引（　〃　）
※首都高は日祝、終日500円
※阪神高は土日祝、終日500円
※2010年度末まで

▪学校耐震化の促進拡大 500億円
⃝約1,000棟を耐震化

▪雇用創出等のための交付税増額 1兆円
※うち5,000億円は雇用対策（上記「雇用対策」参照）

▪地域活力基盤創造交付金 9,400億円
▪学校耐震化の促進拡大 1,150億円

⃝約1,500棟を耐震化

生活の安心
▪地域医療再生計画に基づく地域医療機能強化
▪介護職員の処遇改善
▪不妊治療の助成拡充
▪子育て応援特別手当

⃝3～5歳児に3.6万円支給
⃝2009年度に限り第１子まで拡大

▪難病患者に対する支援

▪女性特有のがん対策
▪教育費の負担軽減

⃝�修学が困難な学生･生徒に対する授業料減免･奨学金事業等への緊急支援等

▪住宅等購入支援
⃝住宅融資保険制度の拡充やフラット35の融資率の引き上げ

▪安心こども基金の積み増し 1,500億円
⃝2008年度第2次補正予算に積み増し。合計2,500億円の基金を創設

雇用を守る
▪雇用調整助成金の拡充 6,000億円
▪「緊急人材育成･就職支援基金」の創設 7,000億円

⃝「訓練･生活支援給付」（4,820億円）：職業訓練中の生活費として月額10～12万円を支給

▪緊急雇用創出事業(基金)の積み増し 3,000億円
▪派遣切りの防止など派遣労働者保護の強化
▪内定取り消し対策

需要創出
低炭素社会

▪ニッポンまるごと太陽光（補助金と減税、電力買取制度で、太陽光発電の導入抜本加速）
▪ニッポンどこでもエコカー（補助金と減税など、エコカーの普及促進） 3,700億円
▪ニッポンだれでも省エネ家電（エコポイント制度で、グリーン家電の普及促進） 2,950億円
▪スクール･ニューディール構想 5,000億円

⃝学校耐震化の早期推進、太陽光パネルをはじめとしたエコ改修、ＩＣＴ環境の整備、エアコンの設置、校庭の芝生化等を一体的に実施

地域活性化
▪公共事業の前倒し執行（安全･安心の確保等）1兆円

⃝社会資本ストックの耐震化･予防保全対策
⃝ゲリラ豪雨、洪水･高潮等防災･災害対策
⃝交通等のバリアフリー化

▪住宅･土地金融の円滑化
⃝都市再生機構の活用、住宅金融支援機構のまちづくり融資の充実等

農林水産関連
▪農地集積の加速化のために農地を貸し出した農地所有者に交付金 2,979億円
▪間伐および路網整備など森林整備加速化･林業再生事業 1,238億円
▪漁場、漁港施設、生活環境施設の整備など水産基盤整備事業等 341億円

中小企業支援
▪緊急保証の拡充（10兆円追加） 総額30兆円
▪セーフティネット貸付の拡充（5.4兆円追加） 総額15.4兆円
▪既往債務の条件変更への積極的な対応（元本猶予返済など）
▪中小企業倒産防止共済制度の一時貸付金利の引き下げ

税制改正
▪交際費課税の見直し
▪研究開発促進税制の拡充
▪贈与税の軽減

緊急性の高い学校施設（約10,600棟）の耐震化を完了 （耐震化事業5年計画（2008年度～2012年度）を3年間に短縮しました）

▪地域活性化･公共投資臨時交付金 1.4兆円
▪地域活性化･経済危機対策臨時交付金 1兆円地方を応援！

公明党の景気対策！
経済危機対策
財政措置：15.4兆円　事業規模：56.8兆円

相次ぐ対策で景気を下支え
財政措置：12兆円程度　金融措置：63兆円程度 2009年度第１次補正予算　2009年5月29日成立

【財源】 ⃝財投特会の積立金 ⃝経済緊急対応予備費 ⃝建設国債 ⃝特例公債

嵐を乗り越え、新たな日本のカタチが 見える
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●  児童手当の支給対象の拡大と拡充
●  出産育児一時金を50万円へ引き上げ
●  保育所受け入れ児童数の拡大
●  産科・小児科の整備拡充
★  育児休業の取得や短時間勤務の導入を奨励
●  子育て支援に積極的に取り組む企業へ支援
★  事業所託児施設へ助成拡大と地域や他企業の利用推進
○  育児介護休業制度の普及拡大
★  地域子育て支援体制を充実
★  時間外労働の割増賃金の引き上げや長時間労働対策
●  母子家庭等が自立できる正規就労への移行支援
★  女性の再就職支援と常勤とパート労働者の処遇均衡
★  フリーター、ニートの総合的な若年雇用対策
★  新規学卒者のミスマッチ縮小
○  高校中退者再出発支援窓口の導入と推進
★  キャリアパスポートやキャリアマップ等の推進
●  子育て世代の経済的負担の軽減へ優良住宅を提供支援
●  公的賃貸住宅と育児教育施設の連携
●  安心して子育てできる公的住宅の整備
●  中堅所得者の負担に応じた良質な賃貸住宅を選別
○�  「仕事と生活の調和推進基本法」の制定とテレワークの

普及
●  �就学前の子育費用の負担軽減。私立幼稚園の就園奨励

費を拡充
●  基礎年金番号の統合推進
●  年金の受給申請の時効を廃止。積極的に年金受給権を認定
▲  ねんきん定期便を拡充し、全被保険者に対して送付
★  �2009年度から基礎年金国庫負担割合の２分の１への引

き上げを実現
▲  �被用者年金の一元化、女性の年金権の確立と年金の個人

単位化を推進
▲  国民年金の未納・未加入問題を、年次を区切って解決

●  �国のすべての事業で徹底的な「事業仕分け作戦」を展開
し大胆な歳出削減に着手

○  国・地方を通じて公務員数を１割削減
●  天下り排除の人事システムに改革、公務員の労働基本権を改革
●  �公務員給与に地域の民間給与を反映、地方公共団体の歳

出を削減
○  独立行政法人の徹底した効率化・合理化を実現
▲  透明な政策決定プロセスの確立へ、審議会、懇談会等の見直し

●  �温室効果ガス６％削減を実現。京都議定書目標達成特
別枠を設置

○  �米国、中国、インドなどすべての主要排出国が参加する
実効性ある新たな枠組みを構築

●  家庭で簡単に実行できる省エネ対策など国民運動の展開
●  エコ産業の市場規模を70兆円に、雇用を160万人拡大
○  �環境に取り組む中小企業やＮＰＯや学校などを支援す

る市民環境基金を設立
★  地域の特性を生かしたＥＳＤ推進のための国内環境整備
★ � 水環境保全に有効で経済性・効率性に優れた合併浄化槽

を普及
○  �運送トラック等の適合車買い替え支援、中小企業の省エ

ネ環境対策の取り組み強化
▲  �船舶版アイドリングストップ、埠頭内オフロード車の電

気自動車導入、エコトラックパークを実現
★  バイオマス推進基本法の早期制定、バイオエタノール普及
●  �自然エネルギー普及拡大へ支援制度の拡充や日本版Ｒ

ＰＳ法等を活用
★  �低公害車導入促進アクションプランの策定、政府の低公

害車導入目標の前倒し
●  エコハウスやエコビルの増加、エコ改修の普及
★�  原子力発電の事故情報の迅速な情報開示など事業者の

体質改善の促進
▲�  地下水・下水再生水・雨水などの活用で、ヒートアイラン

ド対策モデル事業を全国100カ所で実施
○  緑を倍増、都市を自然が生きる“水と緑と土の街”に
●  都市農業の持続へ農地保全と農業振興策
● � 農業体験農園や児童農園等の普及・拡大、防災協力農地

を推進
★  �市民農園や体験農業など農山漁村をフィールドとした

グリーン・ツーリズム
○  �ＧＤＰの約１％弱の各種イベントのごみゼロ・省エネ化

を推進
▲  �まちづくり三法の見直し、「コンパクトシティー形成促

進法」（仮称）の制定
●  医・職・住・遊などを集約、歩いて暮らせる街づくり事業

●�  新たな少人数教育システムの導入や、学校運営協議会の
全国展開

●  �小中学校で保護者･地域住民等による教員サポーター制
を導入、教員評価を徹底し教員養成大学院を創設

●  小学生に農山漁村で１週間以上の体験留学を提供
●  小中学生に１週間以上の職場体験活動を提供
★  小中学生に年１回、本物の文化・芸術に触れる機会の提供
★ �全国の市町村に環境体験学習のコーディネーターを配置。

自然体験学習に関する全国ネットワークを構築

●  アジア諸国とのＥＰＡやＦＴＡを積極的に推進
○  �東アジア地域全体における広範な課題に取り組む東ア

ジア共同体構想を実現
○  �中国、韓国からの芸術家･文化人など民間人を積極的に

招聘、対日理解を促進
▲  アジア経済の発展・拡大に資する国際金融センターを目指す
●  �経済的貧困、人身取引根絶など人間の安全保障分野に向

けてＯＤＡを戦略的に活用
●  �ＯＤＡ予算全体の20％を人間の安全保障分野に優先的に

使用。ＯＤＡ予算の５％を海外で働く日本のＮＧＯへ還元
●  �イラク、アフガニスタンの復興支援へＯＤＡを有効に活

用。スマトラ大津波の被害に遭ったタイ、インドネシア
などの被災国への復興支援を推進

★  ＯＤＡ事業の事後評価を展開し質的な改善を図る
○  �日中環境基金を創設、地球温暖化対策の専門家や環境教

育のリーダーを育成
○  �ストップＴＢ（結核）ジャパン・イニシアティブを提案

し、世界の年間死亡者の１割（16万人）を救命
●  �ＰＫＯをはじめ総合的な日本の国際平和協力への貢献

力を高める
★  �国際平和貢献センターの設置、国際貢献の専門家１万人

を輩出
★�  国際平和協力活動関連教育・広報施設（仮称：ＰＫＯ訓

練・広報センター）を設立
●  平和人権外交の基礎となる在外公館・マンパワーの充実

●  戦略的・重点的な防災・減災対策の強化
●  地球温暖化に伴う台風の大型化、集中豪雨、高潮等に備える
○  �10年間で住宅700万戸、学校や病院など特定建築物

５万棟、その他建築物50万棟を耐震化。2020年までに
すべての住宅・建築物を耐震化

○  10年で密集市街地に救急車・消防車が進入できる道路を確保
▲  狭小道路へ進入できる緊急自動車の規格を小型化
★  �広域緊急援助隊の強化など人命救助・避難誘導等に万全

な態勢を確立
○  ドクターヘリを全都道府県へ50機配備
▲  山間部など医療過疎地を中心に夜間照明付きヘリポート整備
▲  �フライトドクターなどドクターヘリ関係医療スタッフ

の育成
▲  �地方公共団体の負担軽減へ、ドクターヘリ事業に健康保

険等を適用
●  空き交番ゼロ作戦の実現。犯罪検挙率の向上
★  �警察官ＯＢや民間警備員を活用した地域や学校等のパ

トロール体制を強化

○  �無年金・低年金の防止と、国民年金基金の加入期間の延
長や保険料の小口化など

●  社会保険庁の抜本改革で、国民サービスを向上
●  フリーター・ニート対策（雇用機会の提供・確保を含む）
★  議員年金制度は廃止、公的年金制度と統合
★  �中国残留帰国者の年金制度の充実や新たな給付金制度

の創設
○  全国どこでも最適ながん治療を受けられる体制を整備
○  治療の初期段階からの緩和ケアを実施
○  �放射線治療の普及とともに、放射線療法・抗がん剤療法

の専門医の育成
▲  セカンドオピニオンが受けられる環境整備
○  �全国のがん医療水準の引き上げで、がん罹患率、死亡率

の低下を実現
●  �80歳になっても自分の歯を、20本以上保つ８０２０運

動を推進
●  �後期高齢者医療制度の体制整備と地域の医療提供体制

の整備
○  �医療保険者による特定健診の義務付けでメタボリック

症候群を予防・減少
★  �医療や介護に係る自己負担を家族で合算する高額療養

費制度を実施
●  女性専門外来を全都道府県で開設
●  生涯を通じた女性の健康支援の充実
○  �骨粗しょう症や貧血、乳がん、子宮疾患等の予防と早期治療
○  �乳がん検診の精度向上のため、マンモグラフィー検診に

加えて超音波検診の導入
▲  思春期外来における相談や無料健診を実施
●  アレルギー疾患対策を抜本的強化
○  温泉を活用した健康づくりの推進
●  �特定疾患治療研究事業の安定的運営や対象外疾患の救

済、小児難病対策の充実など

●  �国・地方を通じて行政のオンライン化を推進、オンライ
ン利用率を2010年度までに50％以上に

○  地方公共団体において市場化テストを推進
○  �国の公共事業費の予算重点化・効率化と縮減。官公需の

中小企業者の受注機会の増大
★  構造が複雑な特別会計を廃止、合理化を促進
○  特殊法人等の役員の公共工事受注企業への天下りを原則禁止
○  指名競争入札制度を原則廃止、電子入札等を拡大

○  �住宅リフォーム融資制度の拡充で中古住宅市場の流通
量を３倍に

●  高齢者向け賃貸住宅を10万戸建設
●  都市公園（１小学校区に５カ所）の整備率を70％へ向上
●  電線類の地中化を１万キロメートルまで延長
▲  自転車専用の走行空間を新たに1,000路線整備
○  �ヒートアイランド対策も含む人にやさしい歩道を全国

100地区で整備
★  �ＥＴＣを活用し有料道路料金を地域等のニーズに対応

し引き下げ
○  国民のニーズに即した真に必要な道路整備を推進
○  多様な海岸利用ニーズに応える海岸環境整備事業を拡充
★  地域・中小企業の活力を引き出す経済成長戦略大綱を推進
★  産業活力再生や企業立地促進など中小企業対策の推進
★  �「頑張る地方応援プログラム」を推進、５年間で1,000の

中小企業地域資源活用プログラムを実施
★  �最低賃金法改正や「障害者工賃倍増５カ年計画」、下請取

引適正化ガイドライン、下請代金支払遅延等防止法及び
独占禁止法の執行強化

★  �イノベーションの創出へ産学官の連携強化と民間投資
の加速

●  �商店街を支援へ中心市街地活性化人材支援事業などの
予算を倍増

●  中小企業予算を倍増、地域中小企業応援ファンドを積極活用
★  �創業・経営革新・事業承継などに関するファンドの強化

等の総合的な支援
★  無担保・無保証の新創業支援制度を拡充
★  �売掛債権担保融資保証制度を拡充し、新たに在庫棚卸資

産を担保とする融資も確立
★  �小口零細企業保証制度の導入、マル経融資や信用保証制

度の充実
★  �非上場株式の相続税負担の減免など、事業承継税制の抜

本的拡充
★  �事業再生へ資金を供給、再チャレンジ相談窓口を全国約

350カ所に開設
★  地域中小企業再生ネットワークを創設

★�  補習授業、職業体験活動などを行う放課後子どもプラン
を拡充。中学校第２学年時の働くウイークを導入

★  �有利子奨学金の月額貸与限度額を10万円から12万円
に引き上げ

●  �大学ごとの採用枠を撤廃し１次募集の全学生に奨学金を貸与
★  �派遣１万人計画等の策定（留学する学生へ奨学金を拡充）
●  学校における発達障がい児支援等へ財政支援を充実
●  高校での１週間以上のインターンシップの実施
★  専門高校の職業教育を強化、スーパー専門高校の拡充

★  テロ資金の洗い出しやマネーロンダリング対策の強化
★  �大規模地震や原子力事故など、災害派遣能力の向上や即

応体制の強化
●�  弾道ミサイル防衛システムの着実な整備と、防衛省の予

算に歯止め
●  �米軍再編を関係地方公共団体及び住民の理解を得なが

ら着実に実施
▲  平和の拠点島「沖縄」に国際機関を誘致
○  包括的核実験禁止条約の早期発効
○  �武器貿易条約の早期締結、武器回収実施や、復興のため

の開発支援
▲  �オタワプロセスを活用、ジュネーブ軍縮会議のルールを

見直し軍縮を推進
★  国際刑事裁判所の設立条約の批准、人的･資金的貢献を拡大
●  対人地雷除去、犠牲者支援や開発援助
●  難民条約の趣旨に基づき適切に審査を実施、拡大
★  麻薬撲滅へ国連薬物統制計画など国連関係機関への協力
●  人間の安全保障や平和の定着構想を推進
●  �国連総会人権理事会の機能強化を先導。拉致問題の国

際理解を促進
▲  21世紀型安保理の実現へ常任・非常任理事国の構成見直し
●  �国連の国際復興支援機構の創設を推進、津波早期警戒シ

ステムの整備
○  法科大学院への財政支援と適正な新司法試験の実施
●  裁判員制度実施までに取り調べ過程の可視化策定

○  �防犯ボランティア団体による犯罪に強いまちづくりへ
の自発的な取り組みや防犯意識の向上

★  �銃器や薬物等の水際対策強化、暴力団等組織犯罪の取り
締まり強化

○  �地域全体で高齢者や子どもを見守り支えるシステムを
導入

★  国際テロの脅威や国内における外国人犯罪の未然防止
○  開かずの踏切を５年以内に70％、10年以内に100％解消
○  �食料自給率をカロリーベース50％、金額ベース80％に

引き上げ
★  食育を国民的な運動として推進
●  義務教育段階での農林水産業の体験学習
○  栄養教諭を１万人に拡大
●  朝食を食べない欠食児童の減少
●�  国産農水産物へのトレーサビリティーシステムの導入

など総合的な食の安全対策
▲  民間賃貸住宅版の品質表示を制度化
●  高齢者世帯等の公的賃貸住宅確保の支援措置

●  肝炎対策の充実と治療費の負担軽減
○  �医師不足地域に対する国レベルでの緊急的な医師派遣

システムを構築
▲�  新生児から思春期までの包括的な支援体制の充実を図

る「小児保健法」を制定
○  �出産分娩等に伴う無過失事故を救済する「無過失補償制

度」の創設など
●  女性医師バンクの体制強化、女性医師が働き続けられる環境整備
○  認知症高齢者グループホームなど施設体系の整備・充実
○  老健施設等への転換支援など地域ケア体制の整備・充実
▲  高齢者の介護保険料を所得比例方式へと改定
▲  難病やがん末期の要介護者への「療養通所介護」の体制整備
★  �地域で一貫した発達障がい児・者への支援体制の構築と
「発達障害支援センター」の整備

●  �障がい者のグループホームや福祉ホームを整備
○  �福祉的雇用から一般就労への移行を推進、雇用障がい者

数を60万人に
★ � 「就労移行支援事業」の全国展開と「障害者就業・生活支

援センター」の倍増
●  �視覚障がい者のための情報バリアフリー化を推進、選挙

公報等の全文の点字化・音声コード化
▲  �ＪＲ・高速道路等交通機関の障がい者割引に精神障がい

者も対象に
●  �児童虐待防止へ、「児童虐待防止市町村ネットワーク」
「育児支援家庭訪問事業」の整備

○  �「情緒障害児短期治療施設」や「自立援助ホーム」を全都
道府県に整備

○  �児童虐待や育児放棄を未然に防ぐ「親学習プログラム」
を推進、里親制度や児童養護施設の拡充

★  談合企業の指名停止期間を２年へ引き上げ
○  新地方分権一括法を制定。道州制への移行を推進
▲  地域間における財政格差、税源偏在の是正
★  地域活性化へ、ふるさと納税制度の導入
○  市町村合併を推進、1,000自治体を目指す
●�  自動車重量税など暫定税率の引き下げなど自動車関係

諸税の見直し

★  繊維産業の「よろず相談窓口」を設置
★  �技能・技術を教育プログラムとして体系化、教育機関で

100講座を開設
★  リタイア後のベテラン人材が活躍できる環境を整備
●  �異分野の中小企業同士が連携して新事業を創出す企業

グループを1,000グループ構築
●  新産業育成や規制改革により新たな雇用を500万人創出
★  女性が創業するための低利融資制度の拡充
●  �農地保全や耕作放棄地の解消を推進。地産地消、耕畜連

携、米粉の拡大の推進
★  �品目横断的な直接支払制度を導入。環境保全型農業に

も直接支払制度を導入
●  �女性の農業経営における役割分担、収益配分、就業条件

等を取り決める家族経営協定の普及
★  食用魚介類の自給率を2010年までに60％以上に回復
★  意欲のある漁業者を対象とする経営安定対策の導入
▲  漁港などの周辺地域等における海岸環境の改善と防災対策
★  森林の整備、国産材の活用を図り、緑の雇用を推進
●  �地域材安定供給体制の整備推進、木材自給率を2012年

までに25％へ
★  �地域の文化施設や多様な文化の人材を活用、文化・芸術

に親しむ環境整備
●  �文化・芸術の行政支援総合窓口を国及び全都道府県に設

置、芸術家や文化人を任期付き公務員で採用
▲  �芸術家個人や文化団体へ公的助成、創作や公演の一時融

資制度の創設
●  �総合型地域スポーツクラブを５年間で全市町村に、10年

間で全中学校区域（約１万カ所）に設置
●  �総合的なスポーツ振興政策の充実を目指しスポーツ庁

を設置
○  �外国人観光客を2010年までに1,000万人に、受け入れ

人材の育成や外国語表示の観光案内の充実
▲  �有給休暇の連続取得推進と学校長期休暇の分散化等長

期の休暇取得に向けた施策を推進
●  北京─羽田間の日中定期チャーター便の就航を推進

●  �小学校で英語教育を必修化、10年計画で中学校卒業段階
で日常英会話を習得

★  �警察官ＯＢ、ボランティア等を活用したスクールガード
を５年間で配置

○  第三者機関によるいじめレスキュー隊の設置
○�  不登校のためのフリースクールなど、ほっとステーショ

ンを設置
●  �メンタルフレンド制度を導入し、教員志望の学生等を学

校に派遣

▲  個人通報制度を定めた国際人権規約の選択議定書の批准
★  �裁判員制度の広報宣伝活動を実施。国民参加へ育児・介

護・就労への配慮等の環境整備
▲  行政の不正をただせる国民に開かれた行政訴訟制度を創設
●  弁護士がゼロないし１人しかいないゼロワン地域を解消
●  �法テラスのスタッフ弁護士を大幅増員、司法アクセス困

難者のための相談体制を整備ほか
★  �法律扶助制度予算を拡充。犯罪被害者等給付金を大幅

に増額ほか
★  ＤＶ防止と被害者の保護、自立支援を促進
●  出所者や保護観察対象者の社会復帰と再犯防止を推進
▲  �夫婦の同姓または別姓の選択を認める選択的夫婦別姓

制度の導入
★  原爆症認定制度の認定基準見直しなど被爆者救済制度の拡充
★  �カネミ油症患者の早期救済と、ダイオキシン健康被害の

治療法の確立
●  �中皮腫やアスベスト肺がんなどの労災認定による補償

を推進
○  18歳選挙権を実現
▲  永住外国人の地方選挙権の付与を実現
▲  戸別訪問による選挙運動の解禁を実現
▲  憲法改正につき憲法審査会で議論を深め国民的な議論を喚起
▲  ３年後を目途に加憲案をまとめる
★  �日本経済の活性化とより良い郵便局サービスの提供を

目的とする郵政民営化推進

●�  2010年までに１日の乗降客が5,000人以上の駅をバリ
アフリー化

●  コミュニティーバス、低床バス、福祉タクシーを倍増
○  バリアフリー化住宅を公営住宅全体の５割に
○  「ユニバーサル社会形成推進法」の制定
●  �2011年７月へ、地上デジタル放送を全世帯が視聴でき

るよう措置
●  移動通信分野へのＩＰ技術の積極的導入
★  消費者団体訴訟制度を法制化。消費者保護の法制化
●  �インターネットバンキングや盗難通帳犯罪等の防止、預

貯金者等の保護
★  「振り込め詐欺被害者救済法」を制定
●  �製品の安全情報を一元的に入手発信。経年劣化製品等

の点検検査システムを構築
●  �多重債務者問題の解決へ、ヤミ金融や登録業者への取り

締まり監督強化
★  �悪徳商法や過剰与信の根絶、「特定商取引法」「割賦販売

法」を改正

第１章　まかせて安心！子育て支援・年金・医療・介護！

第２章　なくします！税金のムダ遣い

第３章　保証します！あなたの安全、暮らしの安心！

第４章　再生します！街に活気を、街に緑を！

第５章　進めます！現場主義の学校改革と人材育成！

第６章　創ります！世界に誇れる平和・人道の日本！

実現・進行中96.5%
マニフェストの評価について—
2007年のマニフェスト全258項目の進ちょく状況は、
★実現73項目28.3％、●大前進94項目36.4％、○前進57項目22.1％、
▲進行中25項目9.7％、▲取組中９項目3.5％となりました。
それぞれの項目について「法案化」「新規制度化」「新規予算化」「予算拡充」の観点
から判断したものです。※詳細は公明党ホームページをご覧ください

実現・大きく前進 167項目 （64.7％）
前 進・ 進 行 中 82項目 （31.8％）
取 組 中 ９項目 （3.5％）

マニフェスト2007 進捗状況

★ 実　現 ＝ 法案・制度が実現、または予算が80％以上確保できた政策
● 大前進 ＝ 与党での法案提出、または予算が50％から70％程度確保できた政策
○ 前　進 ＝ 法案・制度・新規予算が政府方針で決定か与党合意した政策
▲ 進行中 ＝ 法案・制度・新規予算が所管官庁や与党で検討体制が整った政策
▲ 取組中 ＝ 党内での推進体制が整備できた政策
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※本マニフェストでは、障がいを持つ方の人権を尊重し、現行法令や現行施設・制度等以外のすべての表記を「障がい」といたします。

www.komei.or.jp
公明党モバイルサイト公明党ホームページ

http://www-m.komei.or.jp/k/index.html
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